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令和７年第２回南関町議会定例会（第１号） 

令和７年３月３日 

午前１０時00分開議 

於   議   場 

１．議事日程 

開会宣告 

議事日程の報告 

日程第１         会議録署名議員の指名について（４番 西田議員・５番 山口議員） 

日程第２         会期決定について  

日程第３         諸般の報告について  

日程第４  議案第９号  南関町敬老年金給付条例の全部を改正する条例の制定について 

    日程第５  議案第１０号 南関町職員の育児休業等に関する条例及び南関町職員の勤務時

間、休暇等に関する条例の一部を改正する条例の制定について 

日程第６   議案第１１号 南関町報酬、費用弁償等に関する条例の一部を改正する条例の

制定について 

日程第７  議案第１２号 令和６年度南関町一般会計補正予算（第８号）について 

日程第８   議案第１３号 令和６年度南関町国民健康保険特別会計補正予算（第５号）に

ついて 

日程第９   議案第１４号 令和６年度南関町介護保険事業特別会計補正予算（第４号）に

ついて 

日程第１０ 議案第１５号 令和６年度南関町後期高齢者医療特別会計補正予算（第２号）に 

ついて 

日程第１１ 議案第１６号 令和６年度南関町宅地分譲事業特別会計補正予算（第２号）に

ついて 

日程第１２ 議案第１７号 令和６年度南関町下水道事業補正予算（第４号）について 

日程第１３ 議案第１８号 令和７年度南関町一般会計予算について 

日程第１４ 議案第１９号 令和７年度南関町国民健康保険特別会計予算について 

日程第１５ 議案第２０号 令和７年度南関町介護保険事業特別会計予算について 

日程第１６ 議案第２１号 令和７年度南関町後期高齢者医療特別会計予算について 

日程第１７ 議案第２２号 令和７年度南関町宅地分譲事業特別会計予算について 

日程第１８ 議案第２３号 令和７年度南関町下水道事業予算について 

日程第１９ 議案第２４号 熊本広域行政不服審査会を共同設置する地方公共団体の数の増

加及び熊本広域行政不服審査会共同設置規約の変更について 

日程第２０ 議案第２５号 熊本市及び南関町における連携中枢都市圏の形成に係る連携協

約の締結について 

日程第２１ 議案第２６号 工事請負契約の締結について 

日程第２２ 議案第２７号 南関町固定資産評価審査委員会委員の選任につき同意を求める

ことについて 
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日程第２３ 議案第２８号 南関町固定資産評価審査委員会委員の選任につき同意を求める

ことについて 

日程第２４ 議案第２９号 南関町固定資産評価審査委員会委員の選任につき同意を求める

ことについて 

日程第２５ 委員会提出議案第 1 号 南関町議会個人情報保護条例の一部を改正する条例

の制定について 

日程第２６     一般質問  

① １０番 山口議員  ② ６番 中村議員   

 

２．出席議員は次のとおりである。（1２名） 

１番 福 山 美 佳 君         ２番 伊 藤 博 ⾧ 君 

３番 矢 野 修 一 君         ４番 西 田 恵 介 君 

５番 北 原 浩一郎 君         ６番 中 村 正 雄 君 

７番 杉 村 博 明 君         ８番 井 下 忠 俊 君 

９番 境 田 敏 高 君         10番 山 口 純 子 君 

11番 立 山 比呂志 君         12番 立 山 秀 喜 君 

 

３．欠席議員なし 

   

４．地方自治法第１２１条の規定により、説明のため出席した者の職氏名（１２名） 

町 ⾧ 佐 藤 安 彦 君   副 町 ⾧ 坂 田 浩 之  君 

教 育 ⾧ 永 杉 尚 久 君   総 務 課 ⾧ 嶋 永 健 一 君      

税 務 住 民 課 ⾧ 武 田  博  君    まちづくり課⾧  田 代 由 紀 君      

福 祉 課 ⾧ 多田隈 志 保 君     健 康 推 進 課 ⾧ 猿 渡 隆 史 君      

経 済 課 ⾧ 武 田 信 幸 君   建 設 課 ⾧ 田 口  明  君      

教 育 課 ⾧ 城 野 和 則 君   会 計 管 理 者 田 中 龍 城 君   

 

５．職務のため会議に出席した事務局職員の職氏名（２名） 

議 会 事 務 局 ⾧ 福 山 光 明 君    書    記  山 下 飛 鳥 君 
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開会 午前１０時００分 

―――――――〇――――――― 

〇議⾧（立山秀喜君） 起立。礼。おはようございます。着席。 

ただいまから令和７年第２回南関町議会定例会を開会します。 

これから、本日の会議を開きます。 

議事日程等は御手元に配付のとおりです。 

―――――――〇――――――― 

〇議⾧（立山秀喜君） 日程第１、会議録署名議員の指名を行います。 

会議録署名議員は、会議規則第１２６条の規定によって、４番議員、５番議員を指名します。 

―――――――〇――――――― 

〇議⾧（立山秀喜君） 日程第２、会期決定についてを議題にします。 

お諮りします。本定例会の会期については、本日から３月７日までの５日間にしたいと思い

ます。 

御異議ありませんか。 

［ 「異議なし」と呼ぶ者あり ］ 

〇議⾧（立山秀喜君） 異議なしと認めます。 

したがって、本定例会の会期は本日から３月７日までの５日間とすることに決定しました。 

―――――――〇――――――― 

〇議⾧（立山秀喜君） 日程第３、諸般の報告を行います。 

報告の１点は、例月出納検査報告及び令和６年度第二回定期監査の報告についてです。本件

については、南関町監査委員に関する条例第１４条の規定により、監査委員の良田和彦君、立

山比呂志君より、令和６年度１１月分、１２月分、令和７年１月分の水道検査結果及び令和６

年度第二回定期監査の結果について報告がなされています。内容については、その写しを御手

元に配付していますので、これを省略します。 

報告２点目は、委員会報告についてです。 

文教厚生常任委員会委員⾧より委員会の研修報告が提出されていますので、報告を求めます。 

文教厚生常任委員会委員⾧、北原浩一郎君。 

〇文教厚生常任委員会委員⾧（北原浩一郎君） おはようございます。行政視察を行いましたの

で、その報告をいたします。 

令和７年２月２６日、委員会研修報告書。 

南関町議会議⾧、立山秀喜様 

文教厚生常任委員会委員⾧、北原浩一郎。 

議員研修の概要を下記のとおり報告いたします。 

１日目 

１、日時、令和７年１月２８日火曜日、１３時３０分から１５時２０分、 

２、研修先、⾧崎県⾧与町（面積２８．７３㎢ 人口令和６年１２月末時点３９，４７６人） 

３、参加者、北原浩一郎、福山美佳、中村正雄、井下忠俊、山口純子、立山秀喜、猿渡健康推進

課⾧、城野教育課⾧、以上８名 

４、⾧与町出席者、教育委員会より学校教育課⾧、指導主事の２名、健康保険課健康増進係よ
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り２名 

５、内容、⾧与町は⾧崎市と隣接し、大村湾に面した特産品のみかんをはじめ、いちじく、オ

リーブ、レモンなどが栽培される自然豊かな町である。本町の４割ほどの面積ながら、町内に

ＪＲの駅が４駅あり、交通利便性の高さと子育て環境や教育環境の充実が大きな魅力となって、

⾧崎県内の町としては最大の人口を維持している。今回は、住み続けたい町の魅力の要素とな

っている教育施策面から町独自の①英語教育、②ふるさとキャリア教育、③「ながよ検定」に

ついて、また、平成３０年より運用されている④健康ポイント事業について研修をした。英語

教育の国際コミュニケーション活動は、夏休みの複数日間、町内３校の中学１年生全員を一堂

に集めて行う英会話体験活動のことで、令和６年度は、近隣自治体からのＡＬＴ２３人の応援

のもとオールイングリッシュ（日本語禁止）で軽スポーツを体験したとのこと。英語の学力を

上げることよりも英語に親しむことをこの活動の目的としているが、まだまだ試行錯誤の中に

あるということであった。英会話習得は簡単ではないけれども、様々なプログラムを用意し、

そこに挑戦する教育委員会の子ども達への思い、期待を感じる活動と感じた。 

① キャリア教育においては、町内３中学校ともに⾧崎県教育委員会研究指定校になるほど積     

極的に取組まれている。一つの中学校は株式会社を作って梅干し販売をするなどして、今でも

起業体験学習を継続しているとのこと。面白い取り組みである。またキャリア教育の推進には、

まちづくり課との連携によるところが大きいとのことである。当町においても然り。郷土愛を

育みながらのキャリア教育をさらに推進して頂きたい。 

② 「ながよ検定」とは、子どもたちの基礎学力の育成・向上を図り、家庭学習の習慣化、「やれ  

ばできる」という意欲・チャレンジ精神の育成を目的として、数十年続いている歴史ある検定で

あるとのこと。科目は、小学生が漢字と計算の２科、中学生は英語が加わり３科。⾧期休暇明け

に試験を受けて８０点で合格、次の級に進めるというもので、小学１年の１８級から中学３年の

１級をめざし、全児童・生徒が毎回受験している。学力も県平均を常に上回っているという成果

をお聞きし、個人の先生ではなく、学校単位でもなく、教育委員会主導により全町全校で実施し

ていることに意義がある。基礎基本の定着あってこその学力である。児童・生徒が平等に挑戦す

る環境があり、目標に向かって学ぶ機会が用意されていることの有り難さ、幸せを実感する親世

代は多いのではないかと思う。これまで公営の無料塾の開設を求めていたが、目からうろこの取

り組みであった。このような事業の検討を求めるものである。 

③ 健康ポイント事業は、町民の健康寿命の延伸を図ることを目的とし、健康づくりへの関心    

を高めることや健康づくり活動の習慣化を支援すること、町全体の健康づくりの気運を高める

ことなどを目標として、平成３０年から事業開始。メニュー豊富な健康づくりイベントやウォ

ーキングイベントが用意され、参加することで「県ポイント」や「町チケット」を獲得できる

ものとなっている。令和５年度から⾧崎県公式アプリを活用して実施中である。当町もこれか

ら健康ポイント事業を始めるに当たり、大いに参考にされ、誰もが簡単に参画できるような、

より良い事業内容となることを期待するものである。 

２日目 

１、日時、令和７年１月２９日水曜日、１０時から１２時 

２、研修先、⾧崎県佐々町、総合福祉センター（面積３２．２６㎢、人口令和７年１月１日時

点１３，９１２人） 



5 

 

３、参加者、⾧与町と同じ８名 

４、佐々町出席者、淡田邦夫議⾧、平田康範副議⾧、松尾直美多世代包括支援センター⾧、他

１１名 

５、内容、佐々町は、⾧崎県の北部にあり、平成の大合併により周辺を佐世保市に囲まれてい

る。南関町と同様、単独を選択した町である。大正から昭和にかけては炭鉱により人口が急激

に増加したが、昭和４４年の閉山後過疎化が進んだ。現在は、平成２３年に西九州自動車道

佐々インター開通により、県北地域を結ぶ交通の要所として発展を続けている。近年では基幹

産業である農業を中心とし、商業の町へと変貌しつつある。人口は、定住化促進の効果もあ

り、ほぼ横ばいとなっている。 

  当町の子育て支援については一定の評価を得るも、少子化は止まらないどころか、加速して

いる現状にある。若い世代が安心して子育てをし、また、町外から見ても南関町で子どもを育

てたいと思える町にしていくための定住化促進策について調査研究をするため、今回は、人口

維持を続けている佐々町（昨年度２８６名増）。妊娠期から切れ目ない支援をされている、その

支援策と運営内容について研修した。 

① 地域共生社会にむけた「地域まるごとケア」について 

健康相談センター、子育て世代支援センター、地域包括支援センター、障害相談支援センター

を、総合福祉センターという一つの建物に集約し、さらに、社会福祉協議会も同じ建物に設置

している。一階にある地域子育て支援拠点「ぷくぷくクラブ」は、屋根のある公園として、週

３回、開放されており天気や天候を気にせず保護者と幼児が遊ぶことができ、保護者同士の情

報交換の場として活用されていた。また、この拠点の中には、急な用事などの際に、乳幼児の

一時預け先として利用できる場所にもなっている。二階では、ボランティアスタッフの見守り

の中、たくさんの高齢者が体操をしながら楽しそうに会話をしているところがとても印象に残

った。地域まるごとケアを掲げる総合福祉センターは、視察当日も赤ちゃんから高齢者までた

くさんの方の利用があり活気があった。南関町に置き換えると、子どもの丘保育園にある子育

て支援センターメイプル、健康推進課内に設置されている地域包括支援センター、保健センタ

ー、また、福祉課内の子ども家庭センターと福祉係、更に、社会福祉協議会も同じ建物にある

ということになる。佐々町でも、令和３年まで各センターは、庁舎内の担当課や出先機関にあ

ったとのことだが、令和４年に統合し、地域共生社会の実現に向かった。当町でも、持続可能

なまちづくりを目指しており、協働のまちづくりを進める中、住民の生活動線を考えた施設の

配置、事業やサービスの一本化を検討していく時期なのではないだろうかと考えさせられた。 

② 「佐々っ子応援団」の取組について 

学校、家庭、地域（町内会⾧会、婦人会、家庭、老人会、民生委員）の三者が連携し、「あい

さつ日本一、マナーアップ運動」を掲げ、子ども達の登下校や、学校の支援活動を行い、子ど

もを核とした地域づくりを行っている。さらに、町⾧、教育委員、社会教育委員の皆さんが運

動に賛同し活動し、商工関係者等も見守り活動を行っている。運動啓発ポスターの作成や、

「佐々っ子応援団」の広報誌の発行をして、周知活動を行っている。 

子どもを中心とした、社会共生の実現により人口増を実現した佐々町の独自の支援事業や、

定住化促進策に繋がるきめ細やかな母子保健・療育事業については大いに参考になる。町に必

要な事業については担当課に提案要望していく。 
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以上です。 

―――――――〇――――――― 

〇議⾧（立山秀喜君） ここで町⾧から挨拶の申出があっていますので、これを許します。町⾧。 

〇町⾧（佐藤安彦君） 皆様、改めましておはようございます。 

令和７年第２回南関町議会定例会の開会にあたり、いわゆる令和６年度補正予算案、令和７

年度当初予算案、その他諸議案の御審議をお願いいたしますとともに、本定例会で施政方針を

申し述べ、議員の皆様並びに町民の皆様に一層の御理解と御協力をお願い申し上げる次第であ

ります。昨年はここ数年にはなく、梅雨時期の集中豪雨や台風等による災害等が少ない穏やか

な年であったように思います。また、町の特産物である南関米や栗、野菜等も無事に収穫され、

特に米の価格も平成に入ってからは、不作の影響もあり平成５年の 1 俵２万円が最高でしたが、

３０年以上ぶりに２万３，０００円と過去最高額に上昇したところであります。しかし本年も

１月１３日に宮崎県日向灘を震源地として発生した地震のように、九州各県を初め全国では、

毎年大きな災害が発生しておりますので、いま１度、全国で発生している災害がよそ事でない

ことを肝に銘じながら、防災管理体制を確実なものにしていかなければならないと考えており

ます。発生から５年になります新型コロナウイルス感染症につきましては、現在落ちついては

いるものの、季節性インフルエンザとあわせての要望も必要であり、この５年余りで、私たち

を取り巻く環境や経済状況も大きく変わり、食品や燃料をはじめ、全てのものの物価高も続い

ており、安心して暮らすには難しい時代になっておりますので、町としても引き続きの対策を

図っていきたいと考えております。 

さて国においては、２０２０年人口移動報告が発表され、この中で、一時は緩和された東京

１極集中が再び進行し、感染拡大前の水準に戻っており、特に１５歳から２４歳までの若い世

代の東京への転入超過は７万８，３５６人と群を抜いています。ＴＳＭＣの工場建設により大

きな人の動きがあっている熊本県でさえも、県全体では１，５４０人の転出超過となっており

ます。また、２０２４年の外国人を除いた出生数も１８９９年の統計開始以降最少だった２３

年の７２万７，２８８人から、５．５％減少し、６９万人程度となるようです。国立社会保障

人口問題研究所が２３年に公表した将来推計では、２４年の出生数は７５万５，０００人で、

７５万７０万人を切るのはあるのは３８年と見込まれていました。全国での人口移動や出生数

の減少などの厳しい状況は、南関町においても全く同じであり、国が進める地方創生の動きを

しっかりと収集し、活用し、町独自の政策強化を図る必要があります。また、国では昨年の１

０月に実施された衆議院議員総選挙により、与党の過半数割で厳しい国会運営となっており、

年収１０３万円の壁や、高校教育無償化、選択的夫婦別姓法案などと、予算案修正も含めてど

うすれば当初予算を可決できるかが大きな焦点でもありました。 

更に、アメリカ合衆国のトランプ大統領が再就任したことにより、日米安保や貿易などの大

きな問題がどう進むかにより、国や国民の皆さんの不安が高まることも考えられます。このよ

うなときであるからこそ、国民の生活を第１に、引き続き地方の活性化が図れるような、地方

創生等の取組をしっかりと行っていただき、誰もが安心して暮らせるような政策を進めていた

だきたいと願うものであります。 

さて国においては、閣議決定されている令和７年度一般会計予算案については、社会保障関
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係費や防衛費の増加により、前年比２．６％増の１１５兆５，４１５億円と、３年連続で１１

０兆円を超え、過去最高を更新しました。歳入では、税収が法人税や消費税等が好調なことか

ら、１２．７％増の７８兆４，４００億円と、過去最高を最高額を計上し、新規国債発行額は

１７年ぶりに３０兆円を下回る水準となっています。歳出では、社会保障関係費、防衛費に加

え、物価に負けない賃上げの実現や構造的な変化と社会課題に対応するための子ども政策、デ

ジタル DＸ、減災防災対策等への充実に向けた施策に重点配分されております。歳出の主要経

費別では、社会保障関係費が１．５％増の３８兆２，７７８億円と、これまで同様、過半を占

めており、防衛関係費、公共事業関係費、国土強靱化関係予算、文教科学振興費等が大きな予

算額となっています。 

町として１番気になる地方交付税総額は１．６％増の１８兆９，５７４億円となりましたが、

財政不足を補うために発行する臨時財政対策債の発行額は、平成１３年度の制度創設以来初め

てゼロとなっております。中でも子ども未来戦略に基づく子ども子育て政策を本格的に実行す

るため、児童手当の拡充、地域の実情に応じた子ども子育て支援仕事と、子育てなど、誰でも

無理なく安心して子育てができる社会の転換等へは、７兆３，２７０億円が計上されておりま

す。ＤＸ調整関係については、デジタル田園都市国家構想の実現による地方の社会課題解決、

魅力向上の取組を、加速化、深化する観点から、観光や農林水産業の振興等の地方創生に資す

る取組や、拠点施設の整備など、各地方公共団体の意欲的な取組を支援するためのデジタル田

園都市国家構想交付金には、前年度比２０％増の１，２００億円が計上されています。 

このような中で、本町の人口は令和７年１月末で８，６３６人と前年の１月末より２００人

の減となっており、高齢化率も４２％となり、町の継続的な発展のためには行財政改革による

無駄の排除、さらなる自主財源の確保に努めなければなりません。今年度も地方交付税配分額

は確保される見込みでありますが、柔軟に対応できる財政構造の構築と、うから館の改修はお

りますが、元役場、公民館の建物、跡地の整備、農村広場整備などと、多額の予算を伴う案件

もあるため、今後も中⾧期的な計画を見据えた事業の展開が必要となります。令和７年度も地

方交付税や町税収入の安定した確保は見込めますが、厳しい状況が続くことに変わりはなく、

地域住民の皆様方が安全安心で心豊かに暮らせるような質の高い行政運営を行っていくことは、

行政の責務であり、信頼される自治体として分権時代にふさわしい行政サービスの提供に努め

ていきたいと考えております。本年度もいつ政策の転換が行われるか分からない、国県の動き

等も含めて、柔軟かつ弾力的に対応しつつ、最小の経費で最大の効果を上げることができるよ

うな事業を推進するとともに、住民福祉の向上に努めてまいります。 

そこで、今回御提案申し上げております令和７年度一般会計予算でございますが、歳出全般

にわたり細部までの検討を行い、経営の効率化、コストの削減を念頭に置きながら歳出の抑制

に努めるとともに、今必要な事業に投資をする中で、目的に沿った費用対効果を重視し、重要

政策課題に重点を置いた編成を行ったところでございます。令和７年度南関町一般会計予算の

総額は６９億５，６７８万７，０００円で、昨年度と比較しますと、７．９％、５億飛び９０５

万１，０００円の増額となっております。増額となりました主な要因は、総務費の旧庁舎公民

館解体事業、２億とび９５２万８，０００円。基幹系システム標準化共通化対応委託料６，８

７８万８，０００円。町⾧町議選挙費３，０００飛び１４万３，０００円など、計３億３，１８
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９万２，０００円の増となり、民生費でも障害者総合支援給付金費が、前年度より４，９９０

万４，０００円増の３億９，７５４万８，０００円。障害児通所支援給付費が前年度より３，

６４０万４，０００円増の１億２，６０７万２，０００円。児童措置費、児童手当が前年度よ

り６，７１８万円増の１億８，３６０万円など、計１億９，５４７万７，０００円の増で、総務

費、民生費の前年度から増額となった合計額が５億２，７３６万９，０００円となっているた

めであります。 

その他の議案の提出については、南関町敬老年金給付条例の全部を改正する条例の制定につ

いて、南関町職員の育児休業等に関する条例及び南関町職員の勤務時間休暇等に関する条例の

一部を改正する条例の制定についてのほか、条例の一部改正についてが１件、令和６年度南関

町一般会計補正予算についてのほか、各特別会計補正予算についてが４件、令和６年度南関町

下水道事業補正予算について、令和７年度南関町一般会計予算についてのほか各特別会計予算

についてが４件、令和７年度南関町下水道事業予算について、熊本広域行政不服審査会を共同

設置する地方公共団体の数の増加及び熊本、広域行政不服審査会共同設置規約の変更について、

熊本市及び南関町における連携中枢都市圏の形成に係る連携協定の締結について、工事請負契

約の締結について、南関町固定資産評価審査委員会委員の選任につき同意を求めることについ

てが３件を提案しています。 

御審議の上、御承認賜りますようお願い申し上げます。 

それでは、令和７年度の主要な施策について申し上げます。 

まず総務課では、調整７０周年を祝う記念事業をリニューアルした多世代交流施設、うから

のグランドオープンと合わせた企画を計画しており、先達の残された功績をたたえるとともに、

次の世代へつなぐ。これからの南関町を考えるよい機会ととらえ、子どもから大人までが参加

できる内容としています。また５年に１度の国勢調査の年であり、町民の皆様にもお手数をお

かけしますが、御協力よろしくお願いいたします。財政運営の健全化、行政義務、行政事務の

効率化としては、町のデジタル推進計画に基づき運用を開始している公式ＬＩＮＥを活用し、

道路損傷や土砂災害等の相互通報機能や電子申請等の機能拡充を図り、住民の皆さんの利便性

の向上に努めるとともに、町民一人一人がデジタル化の恩恵を享受できる、享受することはこ

とで、豊かさを実感できる、誰一人取り残さない社会の実現を目指し、スマートフォン等のデ

ジタル機器の操作研修等に引き続き取り組んでまいります。 

また、町民の皆様が将来に希望を持って暮らしていただける安全安心なまちづくりを実現す

るために、第６次行政改革大綱アクションプログラムの遂行に努めます。その中では、質の高

い行政サービスの提供と持続可能な地域社会の形成を目指し、職員の質の向上を図るため、階

層別研修や専門研修、時勢に応じた職員研修に取組、職員の能力向上及び行政課題や職場環境

の改善に向けた意識改革を行い、町民の皆様から信頼され、活躍できる職員となるよう、その

育成に取り組んでまいります。また、退職の状況や年齢構成等を考慮し、本町が必要とする職

員像に合致する人材を採用するため、受験資格や試験時期など柔軟な見直しを行い、幅広くす

ぐれた人材の確保に努めます。 

財政運営につきましては、近年の物価高、物価高騰による様々な経費の増加、旧庁舎解体事

業やＰＦＩ事業などの大型事業が控えている子控えていることから、厳しい状況が見込まれま
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す。また、公債費がピークを迎えているため、今後は、交付税措置が有利な地方債の発行を基

本とし、新規発行を元金償還以下に抑えるなど、健全な財政運営に努めてまいります。 

防災関係では、年々激甚化する災害に備え、地域防災計画に基づき、関係機関との連携を密

にし、確実な情報伝達に努めるとともに、災害時に迅速に対応できるよう、訓練を計画的に実

施します。また、全地区に組織されている自主防災組織の充実に努め、自助共助意識の高揚を

図るとともに、各組織での地区防災計画の策定に向けた支援を引き続き行い、防災に対する意

識の高揚を図ります。 

最後に、ふるさと応援寄附金については、昨年１２月比で前年より７％の増額となっており、

最終的には昨年度の寄附額を上回ると見込んでおりますが、近隣市町に比べ低い水準にあるた

め、ニーズ調査等を行い、返礼品のさらなる魅力アップを図るための新たな取組を行うことと

しております。 

次に、まちづくり課関係では、町内四つの小学校区を基本とし、地域が持つそれぞれの特性

を生かしながら、南関町全体が持続可能なまちづくりを進めるための指針として作成した、南

関町地域未来構想を実現するために、令和４年度から南関町のまちづくりに資する公益的な事

業を住民の方が自ら行う南関町住民が提案型事業と地域のにぎわいと交流の場の創出を図る。 

南関町マルシェ開催事業への補助を行っており、各地域でそれぞれの団体による事業の実施に

より、協働のまちづくりと地域活性化が図られております。住民提案型事業につきましては、

令和６年度からは新たに、町が設定した特に住民と連携し取り組むテーマ設定タイプを設け、

通常タイプ２件、テーマ設定タイプが２件の合計４件、マルシェ開催事業につきましては、令

和６年度４件が実施されました。今後も、より多くの方に事業を実施、あるいは事業に関わっ

ていただき、町の活性化につなげたいと考えております。 

うから館につきましては、集会交流機能と飲食機能、図書館機能に広場を備えた多世代交流

拠点施設として生まれ変わるため、現在改修工事を行っており、愛称をローマ字表記のｕｋａ

ｒａとしてリニューアルし、令和７年６月に集会交流施設のプレオープン。１０月８日トッパ

の日をグランドオープンとし、カフェの開業と新図書館、この道の開館に向けた準備を進めて

まいります。 

定住の促進につきましては、第３期住んでよかったプロジェクト推進事業が令和７年度まで

の計画期間であることから、令和６年度に現在取り組んでいる事業の検証作業を行っており、

総合振興計画の基本構想の将来像である新しい空間と暮らしの中で、あらゆる挑戦を支える町

南関の実現のため、令和７年度に第４期に取り組むプロジェクト事業の取りまとめを行います

が、小学生の給食費の無償化については、物価高や出生数の減等もあり、先行しての対応が必

要であると考え、令和７年度からの実施としたいと考えております。 

また、住む場所の確保として、令和６年度に旧南関分署跡地の宅地造成工事を行い、名称を

さくらタウン大津山とし、４区画の分譲を開始したところであり、令和７年度には旧庁舎及び

小、旧公民館の解体工事を行い、ＰＦＩを活用した敷地活用を行う計画であります。増加する

空き家対策としては、空き家に残された課題が大きな課題でもあることから、家財等の撤去へ

の助成を行うことにより、次の方に空き家を活用していただけるように推進するとともに、特

定空き家の解体への助成を行い、住宅用地の確保に努めてまいります。 
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企業誘致活動及び町内事業者への支援につきましては、令和６年に、畜産飼料の輸入卸販売

を中心に事業をされている株式会社カスケディア・トレーニングの工場が竣工、また、株式会

社荏原製作所熊本事業所におきましては、３棟目となる新棟が竣工するなど、今後さらなる産

業の振興及び町の発展につながるものと期待をしております。また株式会社熊本珪砂工業の岸

壁最終跡地を活用した約１０ヘクタールの南関未来工業団地への企業の誘致や、エフエフ株式

会社では、次世代樹脂屋根材の新工場の年内着工も計画されており、今後も町内企業との情報

交換を密に行い、事業者に寄り添った支援を進めてまいります。 

次に、税務住民課関係では、自主財源の基礎となる町税を確保するため、申告及び納税につ

いての周知及び啓発を継続していきます。特に公平性に基づき、滞納者に対しては、実態調査

をはじめ、捜索や差押えを行っていくとともに、併任徴収業務についても、熊本県や玉名郡４

町においても引き続き連携し、合同公売会並びにインターネット公売会等により徴収強化を徹

底し、税収納の向上に努めます。 

マイナンバーカードについては、休日の窓口設置開設や水曜日の時間外受付のほか、来庁で

きない人への出張受付を実施しており、町内４か所の郵便局においても、受付業務を継続し、

普及促進を図ります。またマイナンバーカードによるコンビニ証明交付業務についても、住民

票及び印鑑登録証明書の交付を行いつつ、マイナンバーカードの利活用推進を図るとともに、

欠かせない窓口の普及、周知に努め、さらなる住民の利便性の向上に向け取り組んでまいりま

す。 

町の環境美化については、清潔で美しいまちづくりを目指すため、熊本県環境月間における

町内一斉クリーン作戦や熊本みんなの川と海づくりデーに合わせた、道路、河川等の清掃活動

による美化活動を続けることにより、町民が主体となった美化活動を実施することで、美化意

識を高揚させつつ、住み続けたい町へとつなげていきます。またクールチョイス普及啓発事業

として、町内１１か所での廃食油回収事業を継続するとともに、食品用トレー改修事業におい

ても回収実績が上回るよう努め、さらなる地球温暖化防止に向けて取り組んでまいります。 

次に、福祉課関係では、南関町第４次障害者障害児プラン、第７期南関町障害福祉計画、第

３期南関町障害児福祉計画を策定し、障害を持つ人も持たない人も共に助け合って暮らせるや

さしいまちづくりを基本理念とし、より一層の福祉施策の充実を図り、誰もが安心して暮らせ

る支援体制と環境の整備に努めます。また、高齢化率が４２％となった本町では、ひとり暮ら

しの高齢者も多く、住み慣れた地域で安心して自立した生活を継続できるよう、見守り支援が

必要であります。町ではそのような地地域での見守り支援を行うために、南関町ひとり暮らし

高齢者等見守りネットワーク事業を展開し、高齢者世帯に限らず、在宅の障害者や、特に認知

症の高齢者については、徘回の恐れもあることから、事前に登録していただくことにより、い

ざというときにネットワークにおける連携ができるものとしております。更に、成年後見制度

利用促進を円滑に利用できるよう、中核機関を令和７年度より設置するとともに、今後も社会

福祉協議会との連携を図り、庁内の関係機関や団体、事業者にも協力を頂きながら、より一層

の支援に取組ます。 

地域における子育て支援については、全ての子ども、若者が生涯にわたる人格形成の基礎を

築き、自立した個人としてひとしく健やかに成⾧することができ、心身の状況、置かれている
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環境等にかかわらず、ひとしくその権利の擁護が図られ、身体的、精神的、社会的、将来にわ

たって幸せな状態で生活を送ることができる社会づくりを責務としています。町においては、

全ての妊産婦、子育て世代、子ども若者に対し、児童福祉、母子保健の両機能が一体的に相談

支援を行うために、子育て関係の窓口を集約し、子ども未来推進室を設置しており、安心して

出産、子育て成⾧ができるよう、相談体制を強化するとともに、社会資源の活用により、対象

者に寄り添った支援を行ってまいります。 

保健事業においては、令和５年度から高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施事業に取組、

健康診査の結果から重症化にならないための食事や生活面での保健指導を実施しており、医療

費の適正化を図るとともに、介護予防との連携により、健康寿命の延伸に向けて引き続き専門

職による訪問指導を実施してまいります。  

次に、健康推進課関係では、感染症の予防対策として、既存及び新たな感染症の感染拡大抑

制のため、関係機関との連携を維持しながら、感染症防止対策の周知啓発を図ります。健康づ

くりにおいては、第４次南関町健康する健康増進計画第三次南関町食育計画に基づき、特定健

診や各種がん検診など、ライフサイクルに応じた健康診断体制や健康教室及び健康相談、保健

指導、栄養指導の充実を図るとともに、高齢者の保健事業と介護予防事業の一体的実施事業を

継続することで、さらなる心身の健康づくりと健康づくり推進と健康寿命の延伸を目指します。

介護保険制度の充実と介護予防事業の推進では、誰にでもどんなときにもやさしいまちづくり

を基本理念とした第９期南関町高齢者福祉計画、及び介護保険事業計画に基づき、総合事業の

推進と地域包括支援センターを核とした地域包括ケア体制の充実強化及び元気づくりシステム

をはじめとした介護予防の強化を図るとともに、保健事業との連携による、フレイル対策と自

立期間の延伸を目指します。また、現在５３集会所等で実施している元気づくり体操、元気づ

くりシステムの全国大会をグランドオープン後のうからで開催する計画としており、元気高齢

者の増を図るためにも、大会の中では、町としての決意のため、健康寿命日本一を目指す町宣

言を行いたいと考えております。 

次に、経済課関係では、本町の基幹産業である農業は、就農者の高齢化や後継者不足、耕作

放棄地の増加など依然として厳しい状況にありますが、地域計画策定の協議で明確化した将来

の農地利用の姿と課題に対して、地域と一丸となって解決を図ってまいります。また、昨今の

米の価格上昇により、米づくりが中心である南関町の農業にも大きなチャンスとなることが考

えられますので、ブランド化や出荷先、ふるさと納税の返礼品等も視野に入れた取組を推進し

ます。更に、南関町産業経済費補助金の強化や水田の暗渠排水事業費補助金、有害鳥獣防護柵

設置補助等による支援を継続し、新規就農者や後継者の育成にも力を入れてまいります。農政

の中心としては、現在も事業の柱として展開している圃場整備であり、全２０地区の担い手の

確保、農地の集積、集約化を考慮しつつ、事業を推進してまいりますが、令和３年度から工事

に着手した上⾧田地区１５．４ヘクタールが本年度完了予定となっており、現在工事中の日明・

今地区１２．６ヘクタールをはじめ、令和７年度は⾧山東地区１２．８ヘクタール、久重南地

区５．３ヘクタールが工事に着手することになります。また、その他の地域においても、整備

に向けた組織づくりを進めており、早期着工ができるように計画地の後押しを進めます。これ

からの事業活動により、農地の集約や営農組織の設立につなげ、コスト削減を図りながら担い
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手農家の確保、農業所得の向上に努めてまいりたいと考えております。また６期目となる中山

間地域等直接支払い交付金５５集落や３期目となる多面的機能支払い事業交付金１９を全体に

より、引き続き農業集落の環境整備等にも取組ます。 

喫緊の課題でありながら、困難な問題である有害鳥獣対策につきましては、地域ぐるみでの

対策として、餌付けストップ対策事業を町内全域で推進するとともに、猟友会、捕獲隊、ＪＡ、

各地域等と連携し、捕獲従事者の確保と一層の支援を図り、被害防止対策を推進します。 

加工品開発センターは、南関ふるさと応援団を指定管理者として運営していますが、今期よ

り指定管理運営費を設けておりますので、これまで以上に一般の方や各種団体、ふるさと応援

団の会員にも有効活用頂くとともに、町からの要望等も協議し、新たな商品やふるさと納税の

返礼品等の開発としても幅広く活用されることを期待しております。 

次に、建設課関係では、これまでの新庁舎建設整備、うから館の改修事業などと多額の費用

を要した事業がほぼ完了することとなり、国の令和６年度道路関係補正予算でもほぼ１００％

の予算化と獲得ができましたので、政策事業としての路線についても令和７年度への繰越し事

業も含めての工事完了に向けて事業を進めてまいります。まず政策道路として進めている道路

改良工事の計画は、町道米田⿁王線、臼間工区、小原上⾧田線、関村田原線の３路線が令和７

年度で完了する計画となっており、尾田高久野線は令和１０年度の完了の計画で取り組みます。

要望道路についても、向原線、荒井・八角目線、草村・高久野線、⿁王トンネル坑口斜面補修な

どの改良補修工事を行うとともに、補助整備事業とあわせた事業としても計画を進めてまいり

ます。 

住宅関連では、松風団地外壁改修の改修工事の最終となります。３期目に取り組むとともに、

大津山団地建て替え事業に係る２年目となるＰＦＩアドバイザリー業務委託を進め、旧庁舎、

公民館等の解体を行います。 

また、災害関連事業では、令和６年に発生した公共災３件、防災１１件を契約繰越し事業に

て復旧予定であり、令和２年発生の関外目立山地区の地滑りについても、事故繰越にはなりま

すが、令和７年度への契約繰越し事業として、復旧工事に入る計画としております。県負担金

事業としては、交通安全施設として、国道４４３号、玉名八女線、⿁王地区を単県道路改良事

業として、大牟田南関線、落合交差点部が計画されています。 

また河川改修事業としては、関川河川改修事業化し、河川改良事業として八重の丸堰堀や堀

池園地区を内田川河川事業として、上坂下地区が計画されています。更に砂防関連事業として

は、宮尾側、宮尾地区と、小山側相谷地区を急傾斜地崩壊対策事業としては、善光寺地区、小

原地区が計画されており、このほかにも国県道の歩道整備や改良事業の要望書も提出しており

ますが、県全体の事業調整の関係からも、県の予算獲得の状況に応じて対応いたします。 

水道関係では、公共下水道事業を、企業会計へ移行して５年目、浄化槽事業は２年目となり

ますので、安定経営に取り組むとともに、専用水道５施設、飲用水供給施設９施設も含めて、

一層の事業改善に努めてまいります。また引き続き河川環境の保全を目指し、下水道、浄化槽

の加入促進を図ります。 

次に教育課関係では、熊本県教育委員会が掲げる夢のかけ橋教育プランに基づき、誰も取り

残さない学びの保障として、ＩＣＴの効果的な活用による協働的な学びや個別最適な学びの工
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夫を通して、児童生徒学びの主体と主体にする取組を推進し、子どもたちが安全に安心して過

ごせる居場所づくりに努めます。また、近年の全体的、全国的な少子化に伴い、本町でも各学

校の小規模化が進んでいる状況について、令和６年度より、南関町立学校の在り方検討委員会

を設置しており、町立学校のこれからの教育や少子化に対応した新たな学校規模などの学校の

在り方について協議を行い、検討委員会での答申を踏まえて、将来の南関町立学校の在り方に

ついての方向性を示していきます。 

社会教育では、子どもを中心に、学校、家庭、地域、行政の５者連携、協働の一層の取組推進

を図り、地域コミュニティーの核となる学校づくりに努めます。特に、児童生徒が主体となっ

て企画運営する体験活動や地域活動を通じて、児童生徒のキャリア教育の充実につなげていき

ます。また、生涯学習の視点から、地域の方々がこれまで培ってこられた、知識、能力の場と

して、子どもたちの交流を充実させます。 

社会体育では、農村広場一帯を総合運動公園と位置づけ、競技施設中心の整備にとどまらず、

インクルーシブの視点を取り入れた多目的な広場や親子や多世代で誰もが伸び伸びと利用でき

る施設の空間づくりを進めます。加えて、自治体間の広域的な連携も図れる中で、広域的な各

種イベント開催や県大会等の誘致などを見据えた整備を行います。また、中学校部活動の地域

展開については、これまで本町で培っていった先行実践をもとに、国や県と連携して、部活動

の地域展開に向けた取組を加速させてまいります。 

文化財関係では、旧石井家住宅の保存活用に関しては、地域や住民から頂いた意見を踏まえ

て、一般公開に向けてしっかりと保存整備を進めてまいります。また、整備後の活用について

も、児童生徒への教育的啓発の取組や、白秋及び南関町を全国に向けて発信する取組を、あわ

せて進めていきます。 

以上申し上げてきましたが、これらの事業を推進していくためには財政基盤の確立が最重要

課題であるとともに、町議会、町職員、町民の皆様方の連携が重要となってきます。この中に

より、一時的に疲弊した経済状況も完全に戻ったという状況にはありませんので、これまで以

上に行政行財政改革を進め、徹底的に無駄をなくし、あらゆる経費の縮減を図るとともに、事

業の推進につきましては、それぞれの事業の重要性必要性を鑑み、優先順位をつけながら着実

に事業を展開していく考えでございます。 

最後に、町職員の住民サービスや意識改革についてですが、個人差はあるものの、職員一人

一人が高い意識を持って、地域住民の皆様の意見や要望を理解し対応できるよう育成に努め、

全ての職員がやる気と希望を持ち、笑顔で挨拶ができるような明るい職場づくりを推進すると

ともに、人事評価の運用による職員の能力開発を促進してまいります。 

このような重点施策を中心に、令和７年度も、産み育てやすい環境の整備、住む場所と働く

場所の確保、高齢者や障害がある方も安心して暮らせる環境の整備をまちづくりの３本の柱と

して、地域住民の皆様方に本当に住んでよかったと思っていただけるような誇れる協働のまち

づくりに取り組んでまいる所存でございます。今後ともなお一層の御支援、御協力を賜ります

ようお願い申し上げまして、令和７年度町政運営の施政方針とさせていただきます。よろしく

お願いいたします。 

〇議⾧（立山秀喜君） お諮りします。 
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日程第４、議案第９号から日程第２５、委員会提出議案第１号を一括上程し、提案理由の説

明を求めたいと思いますが、御異議ありませんか。 

［ 「異議なし」と呼ぶ者あり ］ 

〇議⾧（立山秀喜君） 異議なしと認めます。 

したがって、議案第９号から日程第２５号、議案委員会提出議案第１号を一括上程すること

に決定しました。 

〇議⾧（立山秀喜君） 議案は御手元に配付してあります。 

議案名を事務局⾧に朗読させますので、確認してください。事務局⾧。 

〇議会事務局⾧（福山光明君） それでは、議案名を読み上げます。 

日程第４ 議案第９号  南関町敬老年金給付条例の全部を改正する条例の制定について 

   日程第５  議案第１０号 南関町職員の育児休業等に関する条例及び南関町職員の勤務時

間、休暇等に関する条例の一部を改正する条例の制定について 

日程第６ 議案第１１号 南関町報酬、費用弁償等に関する条例の一部を改正する条例の

制定について 

日程第７ 議案第１２号 令和６年度南関町一般会計補正予算（第８号）について 

日程第８ 議案第１３号 令和６年度南関町国民健康保険特別会計補正予算（第５号）に

ついて 

日程第９ 議案第１４号 令和６年度南関町介護保険事業特別会計補正予算（第４号）に

ついて 

日程第１０議案第１５号 令和６年度南関町後期高齢者医療特別会計補正予算（第２号）に 

ついて 

日程第１１ 議案第１６号 令和６年度南関町宅地分譲事業特別会計補正予算（第２号）

について 

日程第１２ 議案第１７号 令和６年度南関町下水道事業補正予算（第４号）について 

日程第１３ 議案第１８号 令和７年度南関町一般会計予算について 

日程第１４ 議案第１９号 令和７年度南関町国民健康保険特別会計予算について 

日程第１５ 議案第２０号 令和７年度南関町介護保険事業特別会計予算について 

日程第１６ 議案第２１号 令和７年度南関町後期高齢者医療特別会計予算について 

日程第１７ 議案第２２号 令和７年度南関町宅地分譲事業特別会計予算について 

日程第１８ 議案第２３号 令和７年度南関町下水道事業予算について 

日程第１９ 議案第２４号 熊本広域行政不服審査会を共同設置する地方公共団体の数の増

加及び熊本広域行政不服審査会共同設置規約の変更について 

日程第２０ 議案第２５号 熊本市及び南関町における連携中枢都市圏の形成に係る連携

協約の締結について 

日程第２１ 議案第２６号 工事請負契約の締結について 

日程第２２ 議案第２７号 南関町固定資産評価審査委員会委員の選任につき同意を求める

ことについて 
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日程第２３ 議案第２８号 南関町固定資産評価審査委員会委員の選任につき同意を求める

ことについて 

日程第２４ 議案第２９号 南関町固定資産評価審査委員会委員の選任につき同意を求める

ことについて 

日程第２５ 委員会提出議案第１号 南関町議会個人情報保護条例の一部を改正する条例の

制定について 

以上でございます。 

〇議⾧（立山秀喜君） 配付漏れ等はありませんか。 

［ 「ありません」と呼ぶ者あり ］ 

〇議⾧（立山秀喜君） 配付漏れなしと認めます。 

それでは、ただいまから提案理由の説明を求めます。 

担当職員は順次説明をしてください。福祉課⾧。 

〇福祉課⾧（多田隈志保君） 「第９号議案、南関町敬老年金給付条例の全部を改正する条例の

制定について」提案理由及び内容の説明を申し上げます。提案理由は、人口減少、少子高齢化

などの社会構造の変化を踏まえ、高齢者福祉政策全体の見直しを図る中で、持続可能な事業へ

改正するためでございます。 

次のページをお開きください。南関町敬老祝金支給条例。南関町敬老年金給付条例（昭和４

６年条例第１５号）の全部を改正する。目的として、第１条、この条例は、高齢者に対し敬老

祝金を支給することにより、⾧寿を祝い、敬老の意を表するとともに、高齢者福祉の向上を図

るものとする。受給資格、第２条、祝金の受給資格者は、当該年の８月１日において、本町に

引き続き３か月以上居住し、南関町住民基本台帳に登録されているもので、次に掲げるものと

する。第１号、当該年４月１日から翌年３月３１日までに誕生日を迎え、８０歳に達する者。

第２号、当該年４月１日から翌年３月３１日までに誕生日を迎え、８８歳に達する者。第３号、

当該年４月１日から翌年３月３１日までに誕生日を迎え、１００歳に達する者。第３条、祝金

の額は次のとおりとする。第１号、８０歳５，０００円。第２号、８８歳１万円、第３号、１０

０歳１万円、第４条祝金は毎年９月に支給する。受給資格の消滅としまして、第５条、受給資

格者が基準日から祝金の支給日までに死亡し、又は他市町村に転出したときは、祝金の受給資

格を失うものとする。附則、この条例は令和７年４月１日から施行する。 

以上で説明を終わります。御審議の上、御承認賜りますようよろしくお願い申し上げます。 

〇議⾧（立山秀喜君） ここで説明の途中ですが、１０分間の休憩をとります。 

―――――――〇――――――― 

休憩 午前１１時００分 

再開 午前１１時１０分 

―――――――〇――――――― 

〇議⾧（立山秀喜君） 休憩前に引き続き会議を開きます。 

説明の途中でありましたのでこれを続行します。総務課⾧。 

〇総務課⾧（嶋永健一君） 「第１０号議案、南関町職員の育児休業等に関する条例及び南関町

職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部を改正する条例の制定について」提案理由及び議
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案の御説明をいたします。南関町職員の育児休業等に関する条例及び南関町職員の勤務時間、

休暇等に関する条例の一部を改正する条例を別紙のとおり制定することとする。提案理由は、

育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律及び次世代育成支援

対策推進法の一部を改正する法律（令和６年法律第４２号）の施行に伴い、関係する条例を適

正なものとするためでございます。 

次のページをお願いいたします。改正条文でございます。南関町職員の育児休業に関する条

例及び南関町職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部を改正する条例、第１条で、南関町

職員の育児休暇等に関する条例（平成４年条例第８号）の一部を次のように改正する。第２１

条第３項中、「第６１条第３２項において読替えて準用する同条第２９項」を「第６１条の２第

２０項」に改めるとし、第２条で、南関町職員の勤務時間、休暇等に関する条例（平成７年条

例第６号）の一部を次のように改正するもので、第８条の２第１項中「第８１７条の２第１項

の規定により職員が、当該職員との間における同項に規定する特別養子縁組の成立について家

庭裁判所に請求したものであって、当該職員が現に監護する者、児童福祉法第２７条第１項第

３項の規定により、同法第６条の４第２項に規定する養子縁組里親である職員に委託されてい

る児童その他これらに準ずるものとして、規則で定めるものを含む。」を削除し、「運営に支障

がある」を「正常な運用を妨げる」に改め、同条第２項中「３歳に満たない子」を「小学校就学

の始期に達するまでの子」に改めるとし、同条４項で、前３項の規定は、第１５条第１項に規

定する日常生活を営むのに支障がある者を介護する職員について準用するものとし、第１５条

の２の次に２条を加えるもので、第１５条の３で配偶者等介護を必要とする状況に至った職員

に対する意向確認等についての規定を規定し、第１５条の４で、勤務環境の整備に関する措置

を規定するものでございます。附則としましてこの条例は令和７年４月１日より施行するもの

でございます。 

以上で提案理由及び議案の説明を終わります。御審議の上、御承認賜りますようよろしくお

願い申し上げます。 

続きまして、「第１１号議案、南関町報酬、費用弁償等に関する条例の一部を改正する条例の

制定について」提案理由及び議案の説明をいたします。南関町報酬、費用弁償等に関する条例

の一部を改正する条例を別紙のとおり制定することとする。提案理由は、昨今の物価高騰によ

り、玉名郡市医師会より、費用弁償額の見直しの要望を受け、町及び小中学校医の職務を行う

ために出勤した場合の日当について、適正な費用にする必要があるためでございます。次のペ

ージをお願いいたします。南関町報酬費用弁償等に関する条例の一部を改正する条例。南関町

報酬、費用弁償等に関する条例（昭和３５年条例第１３号）の一部を次のように改正する。別

表第２中「１日につき１０，０００円」を「１日につき２０，０００円」に改める。附則としま

してこの条例は令和７年４月１日から施行するものでございます。 

以上で提案理由及び議案の説明を終わります。御審議の上、御承認賜りますようよろしくお

願い申し上げます。 

続きまして、「第１２号議案、令和６年度南関町一般会計補正予算（第８号）について」御説

明を申し上げます。１ページをお願いいたします。歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ

１億６,３６０万１,０００円を減額し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ７２億８,１１
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０万円とするものでございます。２ページをお開きください。歳入でございます。１款町税は

１項町民税に２５万円を追加し、３億１,２６０万３,０００円とし、２項固定資産税に４８５万

円を追加して、９億４,６４６万１,０００円とし、４項町たばこ税を７１４万６,０００円減額

し９,３８３万円とし、合計を１４億飛び４９６万９,０００円とするものでございます。２款地

方譲与税は、４項森林環境譲与税に７０万７,０００円を追加し、１,０００万４,０００円とし、

合計を６,５００万４,０００円とするものでございます。１３款分担金及び負担金は１項分担金

１０５万円を減額して、１４２万７,０００円とし、２項負担金を２３７万２,０００円減額し、

２,６８８万７,０００円とし、合計を２,８３１万４,０００円とするものでございます。１４款

使用料、及び手数料は１項使用料に２５万２,０００円を追加し、１億３８万３,０００円とし、

２項手数料を１４６万１,０００円減額し、１,６９５万４,０００円とし、合計を１億１,７３３

万７,０００円とするものでございます。１５款国庫支出金は１項国庫負担金１,７１６万５,０

００円を追加し、５億４,９０７万９,０００円とし、２項国庫補助金は８,４１０万４,０００円

減額して６億２,８１１万４,０００円とし、３項国庫委託金に３万７,０００円を追加し３０４

万円とし、合計を１１億８,０２３万３,０００円とするものでございます。１６款県支出金は１

項県負担金に２４２万２,０００円を追加し、３億４４万８,０００円とし、２項県補助金を１,

７３８万３,０００円減額し、１億９,０４４万５,０００円とし、３項県負担金２３５万４,００

０円減額し、２,６７０万３,０００円とし、合計を５億１,７５９万６,０００円とするものでご

ざいます。１７款財産収入は１項財産収入運用収入に４６万７,０００円追加し、２４９万５,０

００円とし、２項財産売払い収入に、３,１０３万２,０００円追加し、３０１万５,０００円と

し、合計を５,５５１万円とするものでございます。１８款寄附金は１項寄附金に１,９００万５，

０００円を追加し、１億８,１５０万５,０００円とするものでございます。１９款繰入金は１項

基金繰入金を３,２０７万６,０００円減額し、２億２,３５８万８,０００円とし、２項特別会計

繰入金を３０万３,０００円減額し、合計を２億２,３５８万８,０００円とするものでございま

す。２１款諸収入は１項延滞金、加算金及び過料に２万５,０００円を追加し、１８万４,０００

円とし、３工事受託事業収入を６８万３,０００円減額し、１,８７７万９,０００円とし、４項雑

入を３２８万１,０００円減額し、５,３７０万２万５,０００円とし、合計を７,２７３万８,００

０円とするものでございます。２２款町債は１項町債を５,６６０万円減額し、８億１,５６９万

６,０００円とするものでございます。歳入合計は補正前の７４億４,４７０万１,０００円から

１億６,３６０万１,０００円を減額して、７２億８,１１０万円とするものでございます。 

４ページをお願いします。歳出でございます。１款議会費は１項議会費を７７万１,０００円

減額し、８,８２４万４,０００円とするものでございます。２款総務費は１項総務管理費１,７

５０万３,０００円を追加して７億８,３２３万６,０００円とし、２項徴税費を２,０４９万５,０

００円減額して１億６,９２３万５,０００円とし、３項戸籍住民基本台帳費を１０４万５,００

０円を減額して４,１７２万７,０００円とし、４項選挙費を４９万５,０００円減額し、１,４７

５万９,０００円とし、５項統計調査費を１０万４,０００円減額し７３７万１,０００円とし、

６款監査委員費を８,００８万円減額し、１３２万６,０００円とし、合計を１０億１,７６５万

４,０００円とするものでございます。３款民生費は１項社会福祉費を４,２３５万さ３,０００

円減額し、１５億１,２６９万９,０００円とし、２項児童福祉費を１,５８４万２,０００円減額
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し、５億９,９５８万５,０００円とし、合計を２１億１,２２８万４,０００円とするものでござ

います。４款衛生費は１項保健衛生費を１,００６万２,０００円減額し、１億７,１９４万８,０

００円とし、２項清掃費を２６２万９,０００円減額し、２億５,８３８万６,０００円とし、３項

水道費を７,０００円減額し、４２０万８,０００円とし、合計を４億３,４５４万２,０００円と

するものでございます。５款農林水産費は１項農業費を３,７１１万２,０００円減額して２億７,

０３５万４,０００円とし、２項林業費に６１万８,０００円を追加し２,５６０万円とし、合計

を２億９,５９５万４,０００円とするものでございます。６款商工費は１項商工費を３５１万５,

０００円減額して５億２,１５６万円とするものでございます。７款土木費は１項土木管理費を

３５７万７,０００円減額して７,７３７万２,０００円とし、２項道路橋梁費を１４５万２,００

０円減額して、７億２,２１０万８,０００円とし、３項河川費を２万４,０００円減額し、２,３

１２万６,０００円とし、４項住宅費を９９万円減額し、８,４６１万３,０００円とし、５項下水

道費を１７８万６,０００円減額し７,９５４万５,０００円とし、６項浄化槽水、整備推進事業

費に２９２万９,０００円を追加して５,３１１万５,０００円とし、合計を１０億３,９８７万９,

０００円とするものでございます。８款消防費は１項消防費を２,３７７万５,０００円減額し、

２億９,６７５万９,０００円とするものでございます。９款教育費は１項教育総務費を４６万５,

０００円減額し８,５６７万６,０００円とし、２項小学校費を３６６万３,０００円減額し、１

億５,００３万４,０００円とし３項中学校費を１１２万７,０００円減額し、５,４０４万４,００

０円とし、４項社会教育費を９８万３,０００円減額し、１億１,３４６万１,０００円とし、５

項、保健体育費を６９５万３,０００円減額して２億飛び１７７万６,０００円とし、合計を６億

４９９万１,０００円とするものでございます。１０款災害復旧費は１項農林水産災害復旧費を

５３７万２,０００円減額し４,３６７万３,０００円とし、２項公共土木施設災害復旧費に６９

万１,０００円を追加し、５,３７０万円とし、合計を９,７３７万３,０００円とするものでござ

います。１２款予備費は１項予備費を６６万５,０００円減額し、１億５,０６８万１,０００円、

１,５６８万８,０００円とするものでございます。最終合計を補正前の７４億４,４７０万１,０

００円から１億６,３６０万１,０００円を減額し、７２億８,１１０万円とするものでございま

す。 

６ページの第２表は繰越明許費の補正でございます。追加としまして６款１項商工費の南の

関うから館改修事業として３９２万と円とするものでございます。変更としまして、１０款災

害復旧費、１項農林水産災害復旧費の農地等災害復旧事業費、令和６年災を４６９万４,０００

円減額し、３,８１７万６,０００円とし、２項公共土木施設災害復旧費の河川等災害復旧事業費、

令和６年災に６９万１,０００円を加えて、３,５１１万１,０００円とするものでございます。

７ページは第３表債務負担行為の補正でございます。追加としまして図書館システムの賃借料

の期間を令和７年度から令和１１年度、限度額を１,５８５万９,０００円、年ふるさと寄附金返

礼品の令和７年度の限度額をふるさと寄附金返戻調達及び配送にかかる費用のうち南関町が負

担すべき額とするものでございます。変更としてＰＦＩアドバイザリー業務委託料の限度額５

０５万７,０００円減額し、８９４万３,０００円とし、例規集データベースの更新委託料の限度

額を１,５８４万３,０００円減額し、６１５万７,０００円とし、火葬場業務委託料の限度額を

１０５万１,０００円減額し４,６９４万９,０００円とし、図書館管理システム構築委託料を図
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書館システム賃借料への変更により全額減額するものでございます。 

８ページ、第４表は地方債の補正でございます。補正後の限度額を申し上げます。補助整備

事業が１,７６０万、保育所整備事業の全額減額、道路橋梁整備事業が２億２,６５０万円、災害

復旧事業費が１,９２０万円でございます。９ページと１０ページは歳入歳出事項別明細書の総

括表でございます。１１ページから歳入の内訳でございます。主なものにつきまして御説明い

たします。１１ページ上段になります。１款町債、町税、２項１目固定資産税、１節現年課税

分認定、土地１１６万３,０００円、家屋６０万７,０００円、償却資産３２３万円を追加するも

のでございます。１３ページの上段をお願いします。１５款国庫支出金、１項国庫負担金、１

目民生費国庫負担金は、３節児童福祉費国庫負担金に保育所等給付費国庫負担金として１,５１

４万３,０００円を追加するものでございます。次は１６ページをお願いします。下段になりま

す。１６款県支出金２項県補助金、９目災害復旧費県補助金、１節農林震災災害、復旧県補助

金として１,４６３万６,０００円を追加するものでございます。続きまして１８ページになりま

す。上段をお願いいたします。１８款１項寄附金、１目１節一般寄附金はふるさと南関応援寄

附金を５００万円減額し、企業版ふるさと納税に、２３０万１,０００円を追加し、一般寄附金

に２,１７０万４,０００円追加するものでございます。１９款繰入金、１項基金繰入金、１目１

節財政調整基金繰入金を７,３００万円減額し、３目１節ふるさとづくり基金繰入金に４,１７８

万１,０００円を追加し、１２目１節平成２８年熊本地震復興基金繰入金を４２１万７,０００円

減額し、１４目１節ふるさと南関応援寄附金繰入金に３３５万９,０００円を追加するものでご

ざいます。 

次に歳出の内訳についての主なものを説明いたします。２２ページ下段をお願いいたします。

２款総務費、１項総務管理費、１目企画費は、２４節積立金ふるさとづくり基金積立金として

２,２１３万３,０００円追加するものでございます。２３ページ中段をお願いします。１６目ま

ちづくり推進業費は、２７節繰出金、宅地分譲事業特別会計繰出金として１,１７８万２,０００

円追加するものでございます。次は２５ページ上段をお願いいたします。２項徴税費、２目部

課徴収費、１８節負担金、補助及び交付金から定額減税調整給付金として１,５３１万円を減額

するものでございます。２７ページ下段をお願いいたします。３款民生費、１項社会福祉１目

社会福祉総務費は、１８節負担金、補助及び交付金から重点支援不給付金として２,９１０万円

を減額し、１９節扶助費、障害者総合支援給付費として、３５９万２,０００円を追加するもの

でございます。３０ページの中段をお願いいたします。２項児童福祉費、１目児童福祉総務費

は１８節負担金補助及び交付金に、私立保育所等給付費負担金として３,０２８万７,０００円を

追加し、保育所等大規模改修事業基金としては３,９１８万８,０００円を減額し、１９節扶助に

子ども医療費扶助費として２３６万８,０００円追加するものでございます。少し飛びます。３

４ページをお願いいたします。上段をお願いいたします。５款農林水産費、１項農業費、４目

農地費は１８節負担金、補助及び交付金から県営土地改良事業負担金として、３,０２５万６,０

００円減額するものでございます。また飛びます。３９ページ中段をお願いいたします。８款

１項消防費、５目防災管理費は１８節負担金。補助及び交付金から、がけ地近接等住宅移転事

業費補助金として１,４１３万２,０００円減額するものでございます。次は４４ページの中段を

お願いいたします。１０款災害復旧費、１項農林水産施設災害復旧費、１目農地等災害復旧費
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は１４節工事請負費から現年災として４６９万４,０００円減額するものでございます。 

以上で説明を終わります。御審議の上、御承認賜りますようよろしくお願い申し上げます。 

〇議⾧（立山秀喜君） 福祉課⾧。 

〇福祉課⾧（多田隈志保君） 「第１３号議案、令和６年度南関町国民健康保険特別会計補正予

算（第５号）について」御説明申し上げます。１ページをお願いいたします。歳入歳出予算の

総額から歳入歳出それぞれ５,２７４万４,０００円を減額し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出そ

れぞれ１３億９７７万５,０００円とするものでございます。２ページをお願いします。歳入で

ございます。１款１項国民健康保険税を３０万円増額し、１億６,２７８万１,０００円とするも

のでございます。５款県支出金は１項県負担金補助金を５,０１０万円減額し、１０億１００万

９,０００円とするものでございます。７款繰入金は１項他会計繰入金を２３６万８,０００円減

額し、９,７３６万９,０００円とし、合計を９,７３７万円とするものでございます。９款諸収入

は１項延滞金加算金及び過料を２０万円減額し１０万２,０００円とし、３項雑入を３７万６,０

００円減額し４０６万６,０００円とし、合計を４１６万８,０００円とするものでございます。

歳入合計は補正前の１３億６,２５１万９,０００円から５,２７４万４,０００円を減額して、１

３億９７７万５,０００円とするものでございます。３ページをお願いいたします。歳出でござ

います。１款総務費は、１項総務管理費を５万２,０００円減額し、８１８万３,０００円とし、

３項運営協議会費を４万６,０００円減額し、１１万７,０００円とし、合計を８３０万円とする

ものでございます。２款保険給付費は１項療養諸費を４,０００万円減額し、８億７５１万円と

し、２項高額療養費を１,０１０万円減額し、１億４,０２０万円とし、６項育児諸費を３５０万

円減額し、５０万２,０００円とし、合計を９億４,８６１万３,０００円とするものでございま

す。３款国民健康保険事業費納付金は、財源組替えによるもので、補正はございません。５款

保健事業費は１項特定健康診査等事業費を１万円減額し９２９万円とし、２項保健事業費を１

万７,０００円増額し１,３１０万円とし、合計を２,２３９万円とするものでございます。１０

款１項予備費を９４万７,０００円増額し、４,１３１万４,０００円とするものでございます。

歳出合計は補正前の１３億６,２５１万９,０００円から補正額５,２７４万４,０００円を減額し、

１３億９７７万５,０００円とするものでございます。４ページと５ページは歳入歳出補正予算

事項別明細書の総括表でございます。 

６ページをお願いいたします。歳入の内容説明でございます。補正額の主なものについて御

説明申し上げます。５款県支出金、１項県負担金補助金、１目保険給付費交付金、１節普通交

付金を５,０１０万円減額するもので、決算見込みによるものでございます。７款繰入金、１項

１目一般会計繰入金、３節出産育児一時金繰入金を２３３万３,０００円減額するもので、決算

見込みによるものでございます。８ページをお願いいたします。歳出の内容説明でございます。

２款保険給付費、１項療養諸費、１目１８節一般被保険者療養給付費４,０００万円、２項高額

療養費、１目１８節一般被保険者高額療養費１,０００万円、９ページへ続きまして、６項１目

１８節出産育児一時金３５０万円をそれぞれ減額するもので、決算見込みによるものでござい

ます。１０款１項１目予備費９４万７,０００円の増額は、歳入歳出予算の総額を調整するもの

でございます。 

以上で説明を終わらせていただきます。御審議の上、御承認賜りますようよろしくお願い申
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し上げます。 

〇議⾧（立山秀喜君） 健康推進課⾧。 

〇健康推進課⾧（猿渡隆史君） 「第１４号議案、令和６年度南関町介護保険事業特別会計補正

予算（第４号）につきまして御説明いたします。１ページをお願いします。歳入歳出予算の総

額から歳入歳出それぞれ１,８００万３,０００円を減額し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それ

ぞれ１４億４,５２８万４,０００円とするものでございます。今回の予算につきましては、決算

見込みによる補正でございます。２ページをお願いいたします。歳入についての補正額一覧で

ございます。１款保険料は、１項介護保険料に１,１３６万６,０００円を追加し、２億３,６９３

万１,０００円とするものでございます。２款使用料及び手数料は１項手数料に５,０００円を追

加し、１万５,０００円とするものです。３款、国庫支出金は、２項国庫補助金に５３５万円を

追加し、１億５,２８２万９,０００円とし、合計を３億９,１７１万５,０００円とするものでご

ざいます。４款支払基金交付金は１項支払基金交付金を１,８１８万７,０００円を減額し、３億

４,９８６万７,０００円とするものでございます。５款県支出金は１項県負担金を４３５万７,

０００円減額し、１億８,２４６万８,０００円とし、３項県補助金を８１万３,０００円減額し、

９６５万４,０００円とし、合計を１億９,２１２万２,０００円とするものでございます。６款

財産収入は１項税制運用収入を１,０００円減額し、合計を１,０００円とするものでございます。

７款繰入金は１項一般会計繰入金を２８８万７,０００円減額し、２億８７４万円とし、２項基

金繰入金を１,０００万円減額し０円とし、合計を２億８７４万円とするものでございます。９

款諸収入は、１項延滞金加算金及び過料、２７万９,０００円を追加し、８万２,０００円とし、

３項雑入に７万円を追加し１９万４,０００円とし、４項予防給付収入に１３７万２,０００円を

追加し５６８万６,０００円とし、合計を５９６万６万２,０００円とするものでございます。歳

入合計は補正前の１４億６,３２８万７,０００円から補正額１,８００万３,０００円を減額して、

１４億４,５２８万４,０００円とするものでございます。 

３ページをお願いいたします。歳出についての補正額一覧でございます。１款総務費は１項

総務管理費を１１万８,０００円追加し、２１２万２,０００円とし、３項介護認定審査会費を３

９万６,０００円減額し、２,０２５万９,０００円とし、合計を２,２８４万４,０００円とするも

のでございます。２款保険給付費は１項介護サービス等諸費を３,６２０万円減額し、１１億６,

５８０万４,０００円とし、２項介護予防サービス等諸費１１万１,０００円追加し、４,０００

万２,０００円とし、４項高額介護サービス等費を２５０万円追加し、２,９５５万５,０００円

とし、６項特定入所者介護サービス等費を２００万円減額し、３,４０５万２,０００円とし、合

計を１２億７,４２９万３,０００円とするものでございます。４款地域支援事業費は１項介護予

防生活支援サービス事業費に１８万円減額し、３,１７８万８,０００円とし、３項、包括的支援

事業任意事業費を８０万２,０００円減額し、１,１３９万８,０００円とし、４項、居宅介護支援

事業費に１２万３,０００円を追加し、１,２０７万５,０００円とし、合計を７,６６０万４,００

０円とするものでございます。５款基金積立金、１項基金積立金は、財源組替えによるもので、

補正はございません。８款予備費は１項予備費を１,８７０万８,０００円追加し、５,１２３万

１,０００円とするものでございます。歳出合計は補正前の１４億６,３２８万７,０００円から

補正額１,８００万３,０００円を減額し、１４億４,５２８万４,０００円とするものでございま
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す。４ページと５ページは歳入歳出補正予算事項、別明細書の総括表でございます。 

６ページからは、歳入の内訳でございます。主なものについて御説明いたします。 

６ページをお願いいたします。上段、１款保険料、１項介護保険料、１目第１号被保険者保険

料、１節特別徴収保険料を１,０３９万８,０００円追加するものでございます。３段目、上の３

款国庫支出金、２項国庫補助金、１目１節調整交付金を６８７万７,０００円追加するものです。

同じく６目１節地域支援事業交付金、包括的支援事業任意事業を１４３万８,０００円減額する

ものです。７ページをお願いします。上段、４款支払基金交付金、１項支払基金交付金、１目

介護給付費交付金、１節現年度分を１,７９８万５,０００円減額するものです。２段目、５款県

支出金、１項県負担金、１目介護給付費負担金、１節現年度分を４３５万７,０００円減額する

ものでございます。８ページをお願いいたします。上段、７款繰入金、１項一般会計繰入金、

１目１節介護給付費繰入金を２４８万６,０００円減額するものでございます。２段目、７款繰

入金、２項基金繰入金、２目１節介護給付費準備基金繰入金を１,０００万円減額するものでご

ざいます。９ページをお願いいたします。上段、９款諸収入、４項１目１節予防給付費収入を

１３７万２,０００円追加するものです。 

次に、歳出の内訳について、主なものを御説明いたします。１０ページをお願いいたします。

３段目の２款保険給付費、１項介護サービス等諸費、１目居宅介護サービス給付費、１８節負

担金、補助及び交付金を１,６００万円減額するものでございます。１１ページをお願いします。 

上段、２款保険給付費、１項介護サービス等諸費、７目居宅サービス計画給付費、１８節負担

金、補助及び交付金を９００万円減額するものでございます。同じく９目地域密着型介護サー

ビス給付費、１８節負担金、補助及び交付金を１,０００万円減額するものでございます。下段、

２款保険給付費、４項介護高額介護サービス等費、１目高額介護サービス費、１８節負担金補

助及び交付金を２５０万円追加するものでございます。次に、１２ページをお願いします。上

段、２款保険給付費、６項特定入所者介護サービス等費、１目特定入所者介護サービス費、１

８節負担金、補助及び交付金を２００万円減額するものでございます。１４ページをお願いし

ます。下段の８款１項１目予備費を１,８７０万８,０００円追加するものでございます。 

以上で説明を終わらせていただきます。御審議の上御承認賜りますようよろしくお願い申し

上げます。 

〇議⾧（立山秀喜君） 福祉課⾧。 

〇福祉課⾧（多田隈志保君） 「第１５号議案、令和６年度南関町後期高齢者医療特別会計補正

予算（第２号）について」御説明申し上げます。１ページをお願いいたします。歳入歳出予算

の総額に歳入歳出それぞれ９０４万６,０００円を減額し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それ

ぞれ１億７,７０１万１,０００円とするものでございます。２ページをお願いいたします。歳入

でございます。１款１項後期高齢者医療保険料を２８４万２,０００円減額し、１億１,６２９万

７,０００円とするものでございます。３款繰入金、１項一般会計繰入金を６０５万４,０００円

減額し、５,９８２万１,０００円とするものでございます。５款諸収入は、２項償還金及び還付

加算金を１５万円減額し２６万円とし、合計を２６万３,０００円とするものでございます。歳

入合計は補正前の１億８,６０５万７,０００円に、９０４万６,０００円を減額し、１億７,７０

１万１,０００円とするものでございます。３ページをお願いいたします。歳出でございます。 
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２款１項後期高齢者医療広域連合納付金を９０１万５,０００円減額し、１億７,５７３万２,０

００円とするものでございます。３款諸支出金、１項償還金及び還付加算金を１５万円減額し、

２６万円とするものでございます。４款１項予備費、１１万９,０００円の増額は、歳入歳出予

算の総額を調整するものでございます。歳出合計は補正前の１億８,６０５万７,０００円を９０

４万６,０００円減額し、１億７,７０１万１,０００円とするものでございます。４ページと５

ページは歳入歳出補正予算事項別明細書の総括表でございます。６ページをお願いいたします。 

歳入の内容説明でございます。１款１項後期高齢者医療保険料、１目特別徴収保険料、１節

現年度分を５９５万９,０００円減額するもので、決算見込みによるものでございます。２目普

通徴収保険料、１節現年度分に３０６万５,０００円を増額するもので、決算見込みによるもの

でございます。同じく２節滞納繰越分に５万２,０００円を増額するもので、決算見込みによる

ものでございます。３款繰入金、１項一般会計繰入金、２目保険基盤安定繰入金、１節保険基

盤安定繰入金を６０５万４,０００円減額するもので、決算見込みによるものでございます。５

款諸収入、２項償還金及び還付加算金、１目１節保険料還付金を１人１５万減額するもので、

決算見込みによるものでございます。７ページをお願いいたします。歳出の内容説明でござい

ます。２款１項１目後期高齢者医療広域連合納付金を９０１万５,０００円減額するもので、決

算見込みによるものでございます。３款諸支出金、１項償還金及び還付加算金、保険料還付金

を１５万円減額するもので、決算見込みによるものでございます。４款１項１目予備費、１１

万９,０００円を増額し、予算を調整するものでございます。 

以上で説明を終わらせていただきます。御審議の上、御承認賜りますようよろしくお願い申

し上げます。 

〇議⾧（立山秀喜君） まちづくり課⾧。 

〇まちづくり課⾧（田代由紀君） 「第１６号議案、令和６年度南関町宅地分譲事業特別会計補

正予算（第２号）について御説明いたします。１ページをお願いいたします。歳入歳出の予算

の総額から歳入歳出それぞれ８７万３,０００円を減額し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それ

ぞれ１,６３０万１,０００円とするものでございます。２ページをお願いいたします。歳入につ

きましては、１款財産収入、１項財産売払収入を１,２６５万５,０００円減額し、４５１万９,０

００円とするものでございます。２款繰入金、１項一般会計繰入金に１,１７８万２,０００円を

新たに計上するものでございます。歳入合計は補正前の１,７１７万４,０００円から８７万３,

０００円を減額し、合計を１,６３０万１,０００円とするものでございます。３ページをお願い

いたします。歳出につきましては、１款事業費、１項宅地分譲事業費を８７万３,０００円減額

し、１,６３０万１,０００円とするもので、歳出合計も同じく補正前の１,７１７万４,０００円

から８７万３,０００円を減額し、合計を１,６３０万１,０００円とするものでございます。４

ページ及び５ページにつきましては、歳入歳出予算事項、予算事項別明細書でございます。６

ページをお願いいたします。歳入につきましては、１款１項１目の土地売払い収入１,２６５万

５,０００円の減額は、決算見込みによるものでございます。２款１項１目１節一般会計繰入金

に１,１７８万２,０００円を新たに計上するものでございます。７ページをお願いいたします。

歳出につきましては、１款１項１目の宅地分譲事業費８７万３,０００円の減額は、１２節委託

料を１２万８,０００円、工事請負費を４４万２,０００円、繰出金を３０万３,０００円それぞ
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れ減額するもので、決算見込みによるものでございます。  

以上で説明を終わらせていただきます。御審議の上、御承認賜りますよう、お願いいたしま

す。 

〇議⾧（立山秀喜君） 建設課⾧。 

〇建設課⾧（田口明君） 「第１７号議案、令和６年度南関町下水道事業補正予算（第４号）につ

いて」御説明いたします。１ページをお願いいたします。南関町下水道事業予算（第３）に定

めた予定額を補正するものでございます。収入でございます。１款下水道事業収益は１項営業

収益に２万８,０００円を追加し、３,６９８万４,０００円とし、２項営業外収益を３０１万２,

０００円減額し、１億１,５１３万２,０００円とし、総額を１億５,２１１万６,０００円とする

ものでございます。２款浄化槽事業収益は、１項営業収益に３万３,０００円を追加し３,７４７

万９,０００円とし、２項営業外収益に、１,３８６万７,０００円を追加し、９,２４１万６０６,

０００円とし、総額を１億２,９８９万５,０００円とするものでございます。収入合計は、既決

額の２億７,１０９万５,０００円に補正額１,０９６万、９１万６,０００円を追加して、２億８,

２１１万１,０００円とするものでございます。支出でございます。１款下水道事業費用は１項

営業費用を２３８万４,０００円減額し、１億４,４５１万９,０００円とし、２項営業外費用を

６０万減額し、６５９万７,０００円とし、総額を１億５,２１１万６,０００円とするものでご

ざいます。２款浄化槽事業費用は１項営業費用を１４万３,０００円減額し１億２,６８９万４,

０００円とし、２項営業外費用を４０万円減額し２４３万５,０００円とし、総額を１億２,９８

９万５,０００円とするものでございます。支出の合計は、月額の２億８,５５３万８,０００円

を補正額３５２万７,０００円減額し、２億８,２０１万１,０００円とするものでございます。

２ページをお願いいたします。南関町下水道事業予算（第４条）に定めた予定額を補正するも

のでございます。収入でございます。１款下水道資本的収入は、１項企業債を３７０万円減額

し２,４００万円とし、５項補助金を５４２万５,０００円減額し、３,０４２万５,０００円とし、

総額を６,９０２万３,０００円とするものでございます。２款浄化槽資本的収入は、１項企業債

を３,０５０万円減額し１,１８０万円とし、２項他会計支出金を１,０００万円減額し０円とし、

５項補助金を１,６２４万２,０００円減額し６６５万４,０００円とし、６項負担金を３８３万

５,０００円減額し、１３６万６,０００円とし、総額を１,９８２万円とするものでございます。

収入合計は、議決額の１億５,８５４万５,０００円を、補正額６,９７０万２,０００円減額し、

８,８８４万３,０００円とするものでございます。 

支出でございます。１款下水道資本的支出は１項建設改良費を７５５万円減額し５,８６５万

円とし、総額を１億５１万４,０００円とするものでございます。２款浄化槽資本的支出は、１

項建設改良費を４,８２８万円減額し１,８４０万円とし、総額を４,６４９万４,０００円とする

ものでございます。支出合計は、議決額の２億２８３万８,０００円を補正額５,５８３万円減額

し、１億４,７００万８,０００円とするものでございます。今回の補正額は、決算見込みにより

増減が主なものでございます。４ページ以降は、実施計画の収支的収入及び支出の内訳等の資

料でございます。 

以上で説明を終わります。御審議の上、御承認賜りますようよろしくお願いいたします。 

〇議⾧（立山秀喜君） 説明の途中ですが、昼食のため、午後１時まで休憩をとります。 
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―――――――〇――――――― 

休憩 午後０時００分 

再開 午後１時 0０分 

―――――――〇――――――― 

〇議⾧（立山秀喜君） 休憩前に引き続き、会議を開きます。 

説明の途中でありましたので、これを続行します。総務課⾧。 

〇総務課⾧（嶋永健一君） 「第１８号議案、令和７年度南関町一般会計予算について」ご説明

いたします。１ページをお願いします。第１条の第１項で、歳入歳出予算の総額は、歳入歳出

それぞれ６９億５，６７８万７，０００円と定めるものでございます。第４条で、一時借入金

の借入れの最高額は、１０億円と定めるものでございます。２ページをお開きください。歳入

でございます。１款町税は、１４億１，７４３万１，０００円でございます。前年度と比較し

まして、１億２，０８４万５，０００円、９．３％の増で、予算全体に対する構成比は、２０．

４％でございます。内訳としましては、１項町民税が、３億３，７９２万７，０００円、２項固

定資産税が９億３，１９７万２，０００円、３項軽自動車税が、４，７９８万９，０００円、４

項町たばこ税が９，４７５万８，０００円、７項入湯税が、４７８万５，０００円でございま

す。２款地方譲与税は、６０，５０４千円でございます。前年度と比較しまして、７０７千円、

１．２％の増で、構成比は、０．９％でございます。内訳としましては、１項地方揮発油譲与税

が、１，３５０万円、２項自動車重量譲与税が３，７００万円、４項森林環境譲与税が１，００

０万４，０００円でございます。３款利子割交付金は４，０００円でございます。前年度と同

額でございます。構成比は、０．１％未満でございます。４款配当割交付金は、１００万円で、

前年度と同額でございます。構成比は、０．１％未満でございます。５款 株式等譲渡所得割

交付金は、２００万円で、前年度と同額でございます。構成比は、０．１％未満でございます。

６款法人事業税交付金は、１，０００万円で、前年度と同額でございます。構成比は、０．１％

でございます。７款地方消費税交付金は、２億１，０００万円で、前年度と同額でございます。

構成比は、３．０％でございます。８款ゴルフ場利用税交付金は７００万円で、前年度と同額

でございます。構成比は、０．１％でございます。９款環境性能割交付金は、４００万円で、前

年度と同額でございます。構成比は、０．１％でございます。１０款地方特例交付金は５００

万円で、前年度と同額でございます。構成比は、０．１％でございます。１１款 地方交付税

は、２１億９，０００万円で、前年度と比較して、５，０００万円、２．３％の増で、構成比

は、３１．５％でございます。１２款交通安全対策特別交付金は、７３万６，０００円で、前年

度と比較して６万円、７．５％の減で、構成比は、０．１％未満でございます。１３款 分担金

及び負担金は２，８３６万８，０００円で、前年度と比較しまして１０４万４，０００円、３．

５％の減で、構成比は０．４％でございます。内訳としましては、１項分担金が、８４万１，０

００円、２項負担金が２，７５２万７，０００円でございます。１４款使用料及び手数料は１

億１，９７４万４，０００円で、前年度と比較しまして１２４万６，０００円、１．１％の増

で、構成比は１．７％でございます。内訳としましては、１項使用料が１億８８万７，０００

円、２項手数料が１，８８５万７，０００円でございます。１５款国庫支出金は９億９，５５

６万円で、前年度と比較しまして、２億３，９７５万３，０００円、３１．７％の増で、構成比
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は１４．３％でございます。内訳としましては、１項国庫負担金が５億９，４４０万８，００

０円、２項国庫補助金が３億９，８１９万円、３項国庫委託金が、２９６万２，０００円でご

ざいます。１６款県支出金は、５億３，４３３万円で、前年度と比較しまして、６，２６６万

６，０００円、１３．３％の増で、構成比は７．７％でございます。内訳としましては、１項県

負担金が３億２，４２６万２，０００円、２項県補助金が１億７，８０７万２，０００円、３項

県委託金が、３，１９９万６，０００円でございます。１７款財産収入は、８５５万６，０００

円で、前年度と比較して、７７２万１，０００円、９２４．７％の増で、構成比は０．１％でご

ざいます。１８款寄附金は１億６，２５０万円で、前年度と同額でございます。構成比は、２．

３％でございます。１９款繰入金は、５億６，２３６万４，０００円で、前年度と比較しまし

て、２億４５９万２，０００円、５７．２％の増で、構成比は、８．１％でございます。２０款

繰越金は１億円でございます。前年度と同額でございます。構成比は１．４％でございます。

２１款諸収入は、４，２０９万４，０００円で、前年度と比較しまして、１，１４２万５，００

０円、３７．３％の増で、構成比は０．６％でございます。内訳としましては、１項延滞金、加

算金及び過料が２万９，０００円、２項町預金利子が５万円、３項受託事業収入が２，１６２

万４，０００円、４項雑入が、２，０３９万１，０００円でございます。２２款町債は４億９，

５２０万円で、前年度と比較して１億８，８８０万円、２７．６％の減で、構成比は、７．１％

でございます。歳入合計は６９億５，６７８万７，０００円で、前年度と比較して５億９０５

万１，０００円、７．９％の増でございます。 

続きまして、５ページからは、歳出でございます。１款議会費は、８，４５２万円で、前年度

と比較して１８１万６，０００円、２．１％の減で、構成比は、１．２％でございます。２款総

務費は、１２億４，３１０万７，０００円で、前年度と比較して、３億６，８５１万８，０００

円、４２．１％の増で、構成比は１７．９％でございます。内訳としましては、１項総務管理費

が１０億５，２３３万７，０００円、２項徴税費が８，６３０万２，０００円、３項戸籍住民基

本台帳費が４，４４７万１，０００円、４項選挙費が４，７５４万８，０００円、５項統計調査

費が１，１０３万８，０００円、６項監査委員費が１４１万１，０００円でございます。３款

民生費は２１億８，３９５万３，０００円で、前年度と比較して、２億２，４６０万１，０００

円、１１．５％の増で、構成比は３１．４％でございます。内訳としましては、１項社会福祉費

が１４億９，４２６万５，０００円、２項児童福祉費が６億８，９６８万８，０００円でござ

います。４款衛生費は４億４，８５０万５，０００円で、前年度と比較して２，１４４万７，０

００円、５．０％の増で、構成比は６．４％でございます。内訳としましては、１項保健衛生費

が１億６，７５４万４，０００円、２項清掃費が２億７，６７０万円、３項水道費が４２６万

１，０００円でございます。５款農林水産業費は３億２，２８１万１，０００円で、前年度と

比較して５９６万１，０００円、１．９％の増で、構成比は４．６％でございます。内訳としま

しては、１項農業費が２億９，２９６万３，０００円、２項林業費が２，９８４万８，０００円

でございます。６款商工費は９，９６６万５，０００円で、前年度と比較して３億４，４９１

万４，０００円、７７．６％の減で、構成比は１．４％でございます。７款土木費は６億５，８

２３万円で、前年度と比較して８，７５５万１，０００円、１１．７％の減で、構成比は、９．

５％でございます。内訳としましては、１項土木管理費が８，２４９万５，０００円、２項道
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路橋梁費が３億２，３０５万円、３項河川費が２，３１５万円、４項住宅費が７，９５８万３，

０００円、５項下水道費が８，７９５万７，０００円、６項浄化槽整備推進事業費が６，１９

９万５，０００円でございます。８款消防費は３億１，７８４万４，０００円で、前年度と比

較して１８３万２，０００円、０．６％の減で、構成比は、４．６％でございます。９款教育費

は７億８，０５２万８，０００円で、前年度と比較して、２億７，６６３万４，０００円、５

４．９％の増で、構成比は、１１．２％でございます。内訳としましては、１項教育総務費が

８，３０７万５，０００円、２項小学校費が１億４，７０８万４，０００円、３項中学校費が１

億３，０８０万１，０００円、４項社会教育費が１億５，３６７万７，０００円、５項保健体育

費が２億６，５８９万１，０００円でございます。１０款災害復旧費は４，０００円で、前年

度と同額でございます。構成比は、０．１％未満でございます。内訳としましては、１項農林

水産施設災害復旧費が２，０００円、２項公共土木施設災害復旧費が２，０００円でございま

す。１１款公債費は８億７０９万円で、前年度と比較して５，０８５万４，０００円、６．７％

の増で、構成比は１１．６％でございます。１２款予備費は１，０５３万円で、前年度と比較

して、２８５万１，０００円、２１．３％の減で、構成比は、０．２％でございます。歳出合計

は６９億５，６７８万７，０００円で、前年度と比較して、５億９０５万１，０００円、７．

９％の増でございます。 

次の７ページをお願いします。第２表債務負担行為でございます。乗合タクシーシステム使

用料として、令和８年度から令和１２年度で限度額を９３１万６，０００円とし、投票用紙計

数機賃借料として令和８年度から令和１０年度で限度額を１６１万１，０００円とし、高齢者

福祉計画・介護保険事業計画策定業務委託料として令和８年度で、限度額を３５２万円とし、

ふるさとセンター指定管理委託料として、令和８年度から令和１２年度で、限度額を１，６５

０万円とし、ＰＦＩ事業委託料として、令和８年度から令和９年度で、限度額を１３億円とす

るものでございます。 

８ページをお開きください。第３表地方債でございます。起債の目的ごとの限度額をご説明

いたします。ほ場整備事業４，７００万円、保育所整備事業１，１７０万円、道路橋梁整備事

業 １億１，４５０万円、自然災害防止対策事業（道路）６，９２０万円、公営住宅等整備事業

２，４６０万円、自然災害防止対策事業（河川）２，０００万円、総合運動公園整備事業６，８

５０万円、学校教育施設整備事業５，８６０万円、消防防災施設整備事業１，１１０万円、過

疎対策ソフト事業 ７，０００万円でございます。いずれも年利４．０％以内の利率としてお

ります。１０ページと１１ページは、歳入歳出予算の事項別明細書でございます。１２ページ

をお願いいたします。 

歳入の内訳でございます。主なものについて御説明いたします。１款町税、１項町民税は、

３億３，７９２万７，０００円で、前年度より６９９万９，０００円、２．１％の増となってお

ります。個人が２億７，９５７万９，０００円、法人が５，８３４万８，０００円でございま

す。中段、２項１目固定資産税は９億３，１９７万２，０００円で、前年度より１億１，９３６

万５，０００円、１４．７％の増で、土地、家屋、償却資産分でございます。１４ページ中段を

お願いします。７款１項１目地方消費税交付金は、２億１，０００万円で前年と同額でござい

ます。１５ページ上段をお願いします。１１款１項１目地方交付税は２１億９，０００万円で、
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前年度より５，０００万円、２．３％の増となっております。普通交付税が２０億円、特別交

付税が１億９，０００万円でございます。１８ページ上段をお願いします。１５款国庫支出金、

１項国庫負担金、１目民生費国庫補助金は、５億９，４４０万７，０００円で前年度より１億

２，７８３万円、２７．４％の増で、１節社会福祉費国庫負担金の障害者総合支援給付費国庫

負担金として２億５９万９，０００円、障害児入所給付費等国庫負担金として６，３０３万６，

０００円などでございます。１９ページ上段をお願いします。２項国庫補助金、１目総務費国

庫補助金は１億５，９１９万２，０００円で前年度より１億３，８０６万３，０００円、６５

３．４％の増で、１節総務費国庫補助金のデジタル基盤改革支援補助金として７，２８８万円、

社会資本整備総合交付金（旧庁舎等解体事業分）として７，１２９万６，０００円などでござ

います。２５ページ中段をお願いします。１７款財産収入、１項財産運用収入、２目利子及び

配当金は７７８万８，０００円で前年度より７７２万１，０００円、１１，５２３．９％増で、

１節利子及び配当金の国債運用による利子増などで財政調整基金利子として２９２万９，００

０円、ふるさとづくり基金利子として４１７万２，０００円などでございます。２６ページ中

段をお願いします。１９款繰入金、１項基金繰入金、１目財政調整基金繰入金は、３億７，３

００万円で、前年度より１億１，３００万円、４３．５％の増、３目ふるさとづくり基金繰入

金３，２６４万８，０００円で、前年度より皆増、５目減債基金繰入金７，０００万円で、前年

度より皆増、１４目ふるさとなんかん応援寄附金繰入金６，２４９万５，０００円で、前年度

より５，７４９万５，０００円、１，１４９．９％の増でございます。３０ページをお願いしま

す。２２款町債につきましては、８～９ページの第３表、地方債でご説明したもので合計額が

４億９，５２０万円で前年度より、１億８，８８０万円、２７．６％の減でございます。   

３１ページからは歳出でございます。人件費を除いた主なものをご説明いたします。３８ペ

ージ下段をお願いします。２款総務費、１項総務管理費の７目企画費の１２節委託料に、乗合

タクシー運行委託料として２，６５９万１，０００円、次ページ上段のｕｋａｒａオープンセ

レモニー等委託料として２７６万５，０００円、ｕｋａｒａ開館ブランディング業務委託料と

して１６５万円を計上しております。４１ページ下段をお願いします。１２目電子計算費の１

１節役務費にガバメントクラウド利用料として１，６７５万７，０００円、１２節委託料に基

幹系システム標準化・共通化対応委託料として６，８７８万８，０００円を計上しております。

４３ページ中段をお願いします。１６目まちづくり推進事業費の１２節委託料に旧庁舎等解体

工事の測量設計委託料として２，６５２万２，０００円、１４節工事請負費に旧庁舎等解体工

事として１億８，３００万６，０００円を計上しております。５１ページをお願いします。４

項選挙費、５目町⾧選挙費は、報酬等として総額９１５万４，０００円、９目町議会議員一般

選挙費は、報酬等として総額２億９８万９，０００円を計上しております。５７ページ上段を

お願いします。３款民生費、１項社会福祉費、１目社会福祉総務費の１９節扶助費に障害者総

合支援給付費として３億９７，５４万８千円、障害児通所支援給付費として１２６，０７２千

円などを計上しております。６４ページ中段をお願いします。２項児童福祉費、１目児童福祉

総務費の１８節負担金、補助及び交付金に、私立保育所等給付費負担金として３億１，１２５

万６，０００円、６５ページ上段、保育所等大規模改修費補助金として３，５２２万８，００

０円、２目児童措置費の１９節扶助費に児童手当１億８，３６０万円を計上しております。７
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６ページ上段をお願いします。５款農林水産業費、１項 農業費、４目農地費は、１８節負担

金、補助及び交付金に多面的機能支払事業として、３，４０３万９，０００円、県営土地改良

事業費負担金として４，７０２万４，０００円を計上しております。８７ページ中段をお願い

します。７款土木費、２項道路橋梁費、３目道路新設改良費は、１４節工事請負費に町道等の

改良・舗装補修工事として１億４，１２１万５，０００円を計上しております。３項河川費、

３目河川維持費は、１４節工事請負費に維持工事として２，３００万円を計上しております。

次ページ下段になりますが、４項住宅費、１目住宅管理費は、１２節委託料にＰＦＩアドバイ

ザリー業務委託料として８９４万３，０００円、次ページ上段になりますが、１４節工事請負

費に松風団地外壁改修工事として４，０３６万８，０００円を計上しております。８９ページ

下段をお願いします。８款消防費、１項消防費、１目常備消防費は、１８節負担金、補助及び

交付金に有明広域行政事務組合消防費負担金として１億９，４３４万４，０００円を計上して

おります。２目非常備消防費は、１節報酬に消防団員報酬として１，７５５万円、出動報酬と

して９７４万２，０００円を計上しております。９２ページ中段をお願いします。５目防災管

理費は、１２節委託料にハザードマップ作成委託料として７７８万８，０００円、次ページ上

段になりますが、１８節負担金、補助及び交付金にがけ地近接等住宅移転事業費補助金１，２

０７万１千円、土砂災害危険住宅移転促進事業補助金として３，０００千円を計上しておりま

す。９９ページ下段をお願いします。９款教育費、２項小学校費、２目教育振興費は、１８節

負担金、補助及び交付金に給食費無償化補助金として９１２万４，０００円を計上しておりま

す。１０２ページ下段をお願いします。３項中学校費、２目教育振興費は、１８節負担金、補

助及び交付金に給食費無償化補助金として５８２万２，０００円を計上しております。１０６

ページ中段をお願いします。４項社会教育費、４目図書館費は、１７節備品購入費に図書館用

自動車として５１５万３，０００円、施設用備品として４４１万６，０００円、図書として１，

３３０万円を計上しております。１１２ページ中段をお願いします。５項保健体育費、９目社

会体育施設等費は、総合運動公園整備事業で１２節委託料に測量設計委託料として１，０００

万円、１４節工事請負費に施設整備工事として１億２，７００万円を計上しております。１１

３ページ中段をお願いします。１１款１項公債費、１目元金は２２節償還金、利子及び割引料

に、地方債元金償還金として７億６，９５６万８，０００円、２目利子は２２節償還金、利子

及び割引料に、地方債利子償還金として３，６６７万２，０００円を計上しております。 

以上でご説明を終わります。御審議の上御承認賜わりますようよろしくお願い申し上げます。 

〇議⾧（立山秀喜君） 福祉課⾧。 

〇福祉課⾧（多田隈志保君） 「第１９号議案、令和７年度南関町国民健康保険特別会計予算に

ついて」ご説明申し上げます。１ページをお願いいたします。歳入歳出予算の総額は、歳入歳

出それぞれ１３億４，１５８万２，０００円と定めるものでございます。前年度と比較し、４

９５万２，０００円、０．４％減の予算編成とさせていただいております。 

２ページをお願します。歳入でございます。１款１項国民健康保険税は、１億６，５８０万

５，０００円で、前年度と比較しまして、３３２万４，０００円、２．０％の増で予算全体に対

する構成比は１２．４％でございます。２款使用料及び手数料は、１項手数料５万円で前年度

と同額で、構成比は、０．１％未満でございます。５款県支出金は、１項県負担金・補助金 １
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０億４，１２０万２，０００円で前年度と比較しまして、１，０４０万円、１．０％の減で、構

成比は、７７．６％でございます。６款財産収入は、１項財産運用収入９万６，０００円で、前

年度と比較しまして９万３，０００円増額で、構成比は、０．１％未満でございます。７款 繰

入金。前年度と比較しまして、２２２万８，０００円、２．２％の増で、構成比は、７．６％で

ございます。内訳としましては、１項他会計繰入金が１億１７７万８，０００円、２項基金繰

入金が１，０００円でございます。８款繰越金は、３，０００万円で前年度と同額で、構成比

は２．２％でございます。９款諸収入は、２６５万１，０００円で、前年度と比較しまして、１

９万７，０００円６．９％の減で、構成比は、０．２％でございます。内訳としましては、１項

延滞金、加算金及び過料が１０万２，０００円、３項雑入が２５４万９，０００円でございま

す。歳入合計は、１３億４，１５８万２，０００円で、前年度と比較して、４９５万２，０００

円、０．４％の減でございます。 

３ページをお願いいたします。歳出でございます。１款総務費は、８６７万４，０００円で、

前年度と比較して、３１万５，０００円、３．８％の増で、構成比は０．６％、内訳としまして

は、１項総務管理費 ８５１万１，０００円、３項運営協議会費１６万３千円でございます。

２款保険給付費は、９億９，１５３万３，０００円で、前年度と比較して、９６８万円１．０％

の減、構成比は７３．９％でございます。内訳としましては、１項療養諸費８億４，７４３万

円、２項高額療養費１億４，０７０万円、４項葬祭諸費４０万円、５項移送費１，０００円、６

項出産育児諸費３００万２，０００円でございます。３款国民健康事業費納付金は、２億５，

７３４万１，０００円で、前年度と比較して、３，０７８万円、１０．７％の減、構成比は１

９．２％でございます。内訳としましては、１項医療給付費分１億８，７５８万３，０００円、

２項後期高齢者支援金等分５，４３９万１，０００円、３項介護納付金分１，５３６万７，０

００円でございます。５款保健事業費は、２，２６０万８，０００円で、前年度と比較して、９

７万円、４．５％の増で、構成比は１．７％でございます。内訳としましては、１項特定健康診

査等事業費９４５万円、２項保健事業費１，３１５万８，０００円でございます。６款基金積

立金は、４，００９万６，０００円で、前年度と比較して、４，００９万３，０００円増額で、

構成比は、３．０％でございます。８款諸支出金は、１項償還金及び還付加算金１００万１，

０００円で前年度と同額で、構成比は０．１％未満でございます。９款１項共同事業拠出金は、

１，０００円で、前年度と同額で、構成比は０、１％未満でございます。１０款１項予備費は、

２，０３２万８，０００円で前年度と比較して、５８７万円２２．４％の減で、構成比は１．

５％でございます。歳出合計金額は、１３億４，１５８万２，０００円で、前年度と比較して

４９５万２，０００円、０．４％の減でございます。                               

６ページをお願いいたします。歳入の内容説明でございます。款、項、目、節の部分の主な

ものについてご説明申し上げます。１款１項１目一般被保険者国民健康保険税。１節医療給付

費分現年課税分は１億１，３８８万３，０００円、２節後期高齢者支援金分現年課税分は４，

００２万４，０００円で、３節介護納付金分現年課税分は１，０５９万８，０００円を見込ん

でいるところでございます。５款県支出金、１項県負担金、・補助金、１目保険給付費交付金。

１節普通交付金９億８，５３２万円、１節特別交付金 ５，５８８万２，０００円を見込んで

いるところでございます。７ページをお願いいたします。７款繰入金、１項他会計繰入金、１
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目一般会計繰入金。１節保険基盤安定繰入金６，９４３万５，０００円、４節財政安定化支援

事業繰入金２，１８２万円を見込んでいるところでございます。８ページをお願いいたします。

８款１項２目１節繰越金３０００万円で、前年度繰越金でございます。 

１０ページをお願いいたします。歳出の内容説明でございます。中段の２款保険給付費、１

項療養諸費、１目一般被保険者療養給付費、１８節負担金補助及び交付金８億４０００万円、

前年度と同額を見込んでいるところでございます。同じく２款、２項高額療養費、１目 一般

被保険者高額療養費は、１億４，０４０万円で、前年度と比較して、９６０万円 ６．４％の

減を見込んでいるところでございます。１１ページをお願いいたします。３款国民健康保険事

業費納付金、１項１目一般被保険者医療給付費分１億８，７５８万３，０００円、前年度と比

較して２，４６０万６，０００円、１１．６％の減となっております。２項１目 一般被保険

者後期高齢者支援金等分は５，４３９万１，０００円、５．２％の減となっております。１２

ページをお願いします。３項１目介護納付金分 １，５３６万７，０００円、１７．２％の減

となっております。１３ページをお願いします。６款１項１目基金積立金、財政調整基金利子

とあわせまして４，００９万６，０００円の基金積み立てを見込んでおります。これは県が決

定します国民健康保険事業費納付金の減が主な要因でございます。１４ページをお願いします。

下段の１０款１項１目予備費２，０３２万８，０００円でございます。 

以上で説明を終わらせていただきます。御審議の上、御承認賜りますようよろしくお願い申

し上げます。 

〇議⾧（立山秀喜君） 健康推進課⾧。 

〇健康推進課⾧（猿渡隆史君） 「第２０号議案、令和７年度南関町介護保険事業特別会計予算

について」御説明いたします。１ページをお願いいたします。第１条の第１項で、歳入歳出予

算の総額は歳入歳出それぞれ１４億２，０６１万６，０００円と定めるものでございます。２

ページをお願いいたします。歳入でございます。１款保険料は、２億２，６２５万７，０００

円でございます。前年度と比較しまして、６９万２，０００円、０．３％の増で、予算全体に対

する構成比は１５．９％でございます。２款使用料及び手数料は１万円でございます。前年度

と同額で、構成比は０．１％未満でございます。３款国庫支出金は３億８，４４１万８，００

０円でございます。前年度と比較しまして、２８万４，０００円、０．１％の増で、構成比は２

７．１％でございます。内訳としましては、１項国庫負担金が２億３，７９４万１，０００円、

２項国庫補助金が１億４，６４７万７，０００円でございます。４款支払基金交付金は３億６，

７７５万６，０００円でございます。前年度と比較しまして、１３９万２，０００円、０．４％

の増で、構成比は２５．９％でございます。５款県支出金は、１億９，８００万８，０００円で

ございます。前年度と比較しまして、１８３万１，０００円、０．９％の増で、構成比は、１

３．９％でございます。内訳としましては、１項県負担金が１億８，７７８万８，０００円、３

項県補助金が１，０２２万円でございます。６款財産収入は６万６，０００円でございます。

前年度と比較しまして、６万４，０００円、３，２００％の増です。構成比は０．１％未満でご

ざいます。７款繰入金は２億２，２９９万９，０００円でございます。前年度と比較しまして

３７０万４，０００円、１．７％の増で、構成比は１５．７％でございます。内訳といたしまし

て、１項一般会計繰入金が２億１，２９９万９，０００円、２項基金繰入金が１，０００万円
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でございます。８款繰越金は１，５００万円でございます。前年度と比較しまして、５００万

円、５０％の増で、構成比は１．１％でございます。９款諸収入は６１０万２，０００円でご

ざいます。前年度と比較しまして１６８万４，０００円、３８．１％の増で、構成比は０．４％

でございます。内訳としましては、１項延滞金加算金及び過料が３，０００円、３項雑入が１

４万３，０００円、４項予防給付収入が５９５万６，０００円でございます。歳入合計は１４

億２，０６１万６，０００円で、前年度と比較して１，４６５万１，０００円、１％の増でござ

います。 

３ページをお願いします。歳出でございます。１款総務費は２，４６０万５，０００円で、

前年度と比較して２６９万９，０００円、１２．３％の増で、予算全体に対する構成比は１．

７％でございます。内訳としましては、１項総務管理費が１２２万６，０００円、２項徴収費

が５９万９，０００円、３項介護認定審査会費が２，２７８万円でございます。２款保険給付

費は１３億９９４万４，０００円で、前年度と比較して６万２，０００円、０．１％の増で、構

成比は９２．２％でございます。内訳としましては、１項介護サービス等諸費が１１億９，９

００万４，０００円、２項介護予防サービス等諸費が４，０９５万８，０００円、３項その他

諸費が１２０万円、４項高額介護サービス等費が２，８５８万円、５項改高額医療合算介護サ

ービス等費が３６５万円、６項特定入所者介護サービス等費が３，６５５万２，０００円でご

ざいます。４款地域支援事業費は７，７４１万３，０００円で、前年度と比較して７９５万９，

０００円、１１．５％の増で、構成比は５．５％でございます。内訳としましては、１項、介護

予防生活支援サービス等サービス事業費が３，１３１万７，０００円、２項一般介護予防事業

費が２，０７４万２，０００円、３項包括的支援事業任意事業費が１，２３９万２，０００円、

４項居宅介護支援事業費が１，２８７万８，０００円、５項その他諸費が８万４，０００円で

ございます。５款基金積立金は６万６，０００円、前年度と比較しまして、６万４，０００円、

３，２００％の増で、構成比は０．１％未満でございます。６款諸支出金は１５万１，０００

円でございます。前年度と同額で、構成比は０．１％未満でございます。８款予備費は８４３

万７，０００円で、前年度と比較して３８６万７，０００円、８４．６％の増で、構成比は０．

６％でございます。歳出合計は１４億２，０６１万６，０００円で、前年度と比較して、１，４

６５万１，０００円、１％の減でございます。４ページ、５ページは、歳入歳出予算の事項別

明細書でございます。 

次に、６ページをお願いいたします。６ページからは、歳入の内容説明でございます。主な

ものについて御説明申し上げます。上段、１款保険料、１項介護保険料、１目第１号被保険者

保険料、１節特別徴収保険料は２億８５０万４，０００円で、介護保険料の基準額は月額６，

１００円、対象者は３，２２１名を見込んでいるところでございます。２節普通徴収保険料１，

７４５万３，０００円で、対象者は４２８名を見込んでおるところでございます。３段目、３

款国庫支出金、１項国庫負担金、１目介護給付費負担金、１節現年度分は２億３，７９４万１，

０００円を見込んでおるところでございます。下段、３款国庫支出金、２項国庫補助金、１目

調整交付金は１億１，９６７万７，０００円を見込んでいるところでございます。７ページを

お願いいたします。２段目の４款支払基金交付金、１項支払基金交付金、１目介護給付費交付

金、１節現年度分は３億５，３６８万２，０００円を見込んでいるところでございます。３段
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目の、５款県支出金、１項県負担金、１目介護給付費負担金、１節現年度分は１億８，７７８

万８，０００円を見込んでいるところでございます。８ページをお願いいたします。２段目、

７款繰入金、１項一般会計繰入金、１目介護給付費繰入金、１節介護給付費繰入金は、１億６，

３７４万２，０００円を見込んでいるところでございます。 

１０ページからは歳出内容の説明でございます。主なものについて、主なものについて御説

明申し上げます。１１ページをお願いいたします。下段、２款保険給付費、１項介護サービス

等諸費、１目居宅介護サービス給付費、１８節負担金、補助及び交付金は４億３，４００万円

で、前年度と比較しまして、０．１％の減です。一つ当たり、３，６１６万６，６４６円を見込

んでいるところでございます。１２ページをお願いいたします。２行目、３目施設介護サービ

ス給付費、１８節負担金、補助及び交付金は、４億８００万円で前年度から７．４％の増、一

月当たり３，４００万円を見込んでいるところでございます。６行目、７目居宅介護サービス

計画給付費、１８節負担金、補助及び交付金は５，３００万円で前年度から１３．１％の減、

一月当たり４４１万６，６６６円を見込んでいるところでございます。８行目、９目地域密着

型介護サービス給付費、１８節負担金補助及び交付金は３億円で前年度から０．２％の減、一

月当たり２，５００万円を見込んでいるところでございます。１３ページをお願いいたします。

２段目の２款保険給付費、２項介護予防サービス等諸費、１目介護予防サービス給付費、１８

節負担金、補助及び交付金３，０００万円、前年度から５３．８％の増で、一月当たり２５０

万円を見込んでいるところでございます。１４ページをお願いいたします。２段目の２款保険

給付費、４項高額介護サービス等費、１目高額介護サービス費、１８節負担金、補助及び交付

金２，８５０万円、前年度から５．６％の増で、一月当たり２３７万５，０００円を見込んで

いるところでございます。１５ページをお願いいたします。上段の２款保険給付費、６項特定

入所者介護サービス等費、１目特定入所者介護サービス費、１８節負担金、補助及び交付金３，

６５０万円、前年度から１．４％の増で、一月当たり１０４万１，６６６円を見込んでいると

ころでございます。最下段、４款地域支援事業費、１項介護予防生活支援サービス事業費、１

目介護予防生活支援サービス事業費、１８節負担金、補助及び交付金２，３６６万８，０００

円、前年度から２７．９％の増で、一月当たり１９７万２，３３円を見込んでいるところでご

ざいます。１７ページをお願いいたします。中段の４款地域支援事業費、２項一般介護予防事

業費、１目一般介護予防事業費、１２節委託料２，０００万６，０００円で主なものといたし

まして、体力アップ教室委託料１，９９２万３，０００円で前年度から１．８％の減でござい

ます。 

以上で説明を終わらせていただきます。御審議の上、御承認賜りますようよろしくお願い申

し上げます。 

〇議⾧（立山秀喜君） 福祉課⾧。 

〇福祉課⾧（多田隈志保君） 「第２１号議案、令和７年度南関町後期高齢者医療特別会計予算

について」御説明申し上げます。１ページをお願いいたします。歳入歳出予算の総額を歳入歳

出それぞれ１億９，３４６万３，０００円と定めるものでございます。前年度と比較し、８０

２万５，０００円、４．３％増の予算編成とさせていただいております。２ページをお願いい

たします。歳入でございます。１款１項後期高齢者医療保険料、１億２，８６７万９，０００
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円で、前年度と比較しまして９５４万円、８．０％の増で、予算全体に対する構成比は、６６．

５％でございます。２款使用料及び手数料は１項手数料１万円で、前年度と同額、構成比は０．

１％未満でございます。３款繰入金は、１項一般会計繰入金６，４３６万円で、前年度と比較

しまして１５１万５，０００円、２．３％の減で、構成比は３３．３％でございます。４款１項

繰越金は１，０００円で、前年度と同額、予算全体に対する構成比は０．１％未満でございま

す。５款諸収入は４１万３，０００円で、前年度と同額で、構成比は０．２％でございます。内

訳としまして、１項延滞金及び過料２，０００円、２項償還金及び還付加算金４１万円、４項

雑入１，０００円でございます。歳入合計は１億９，３４６万３，０００円で、前年度と比較

して８０２万５，０００円、４．３％の増でございます。 

３ページをお願いいたします。歳出でございます。１款総務費は２項徴収費３８万８，００

０円で、前年度と比較しまして１１万２，０００円、４０．６％の増で、構成比は０．２％でご

ざいます。２款１項後期高齢者医療広域連合納付金１億９，２６６万円で、前年度と比較しま

して７９１万３，０００円、４．３％の増で、構成比は９９．６％でございます。３款諸支出金

は１項償還金及び還付加算金４１万円で、前年度と同額で、構成比は０．２％でございます。

４款１項予備費は５，０００円で前年度と同額でございます。構成比は０．１％未満でござい

ます。歳出合計は１億９，３４６万３，０００円で、前年度と比較して８０２万５，０００円、

４．３％の増でございます。 

６ページをお願いいたします。歳入の内容説明でございます。主なものを御説明申し上げま

す。１款１項後期高齢者医療保険料、１目特別徴収保険料、１節現年度分９，２６４万８，０

００円でございます。２目普通徴収保険料、１節現年度分３，６０３万円でございます。中段

下の３款繰入金、１項一般会計繰入金、２目１節保険基盤安定繰入金は６，３９８万２，００

０円を見込んでいるところでございます。８ページをお願いいたします。歳出でございます。

２款後期高齢者医療広域連合納付金、１項１目後期高齢者医療広域連合納付金、１８節負担金、

補助及び交付金、１億９，２６６万円を計上しております。内訳は被保険者保険料負担金１億

２，８６７万８，０００円、基盤安定負担金６，３９８万２，０００円でございます。 

以上で説明を終わらせていただきます。御審議の上、御承認賜りますようよろしくお願い申

し上げます。 

〇議⾧（立山秀喜君） まちづくり課⾧。 

〇まちづくり課⾧（田代由紀君） 「第２２号議案、令和７年度南関町宅地分譲事業特別会計予

算について」御説明いたします。１ページをお願いいたします。歳入歳出の予算の総額は歳入

歳出それぞれ１，３２３万７，０００円とするものでございます。前年度と比較しまして、３

９３万７，０００円、２２％の減の予算編成とさせていただいております。２ページをお願い

いたします。歳入につきましては、１款財産収入、１項財産売払収入として１，３２３万７，

０００円を計上するものでございます。３ページをお願いいたします。歳出につきましては、

１款事業費、１項宅地分譲事業費として１，３２３万７，０００円を計上するものでございま

す。４ページ５ページにつきましては、歳入歳出予算事項別明細書でございます。６ページを

お願いいたします。歳入につきましては、１款１項１目１節の土地売払収入として１，３２３

万７，０００円を計上しております。７ページをお願いいたします。歳出につきまして、１款
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１項１目の宅地分譲事業費を、歳入と同じく１，３２３万７，０００円を一般会計、繰出金と

して計上しております。 

以上で説明を終わらせていただきます。御審議の上、御承認賜りますようお願いいたします。 

〇議⾧（立山秀喜君） 建設課⾧。 

〇建設課⾧（田口明君） 「第２３号議案、令和７年度南関町下水道事業予算について」御説明

いたします。１ページをお願いいたします。第１条は総則です。第２条は業務の予定量です。

水洗化戸数１，５０４戸、年間処理水量は４６万２，０３２立方メートル。１日平均水量１，

２６６立方メートルと見込んでおります。主な建設改良事業としましては、公共枡の設置工事

に７０万円、公共浄化槽設置工事に５，００１万５，００１万円を予定しております。 

第３条は収益的収入及び支出の予定額について定めるものです。収入より御説明いたします。

第１款下水道事業収益として、営業収益など１億４，８９７万１，０００円を見込んでおりま

す。第２款浄化槽事業収益として営業収益など１億３，７８３万４，０００円を見込んでおり

ます。２ページをお願いいたします。次に支出でございます。第１款下水道事業費用として営

業費用など１億４，８９７万１，０００円を予定しております。第２款、浄化槽事業費用とし

て営業費用など１億３，７８３万４，０００円を予定いたしております。第４条は資本的収入

及び支出の予定額について定めるものです。収入より御説明いたします。第１款下水道資本的

収入として３，１３９万２，０００円を見込んでおり、内訳といたしましては、建設回建設改

良事業にかかり、企業債６００万円、補助金５２６万円などであります。第２款浄化槽資本的

収入として５，５１８万１，０００円を見込んでおり、内訳としましては、建設改良事業に係

る企業債３，１６６万６，０００円、補助金１，９６１万４，０００円などであります。 

３ページをお願いいたします。次に支出でございます。第１款下水道資本的収支といたしま

して、６，１２１万６，０００円を見込んでおり、内訳としましては、施設整備にかかる費用

１，９２２万１，０００円、企業債償還金４，１９９万５，０００円であります。第２款浄化槽

資本的支出といたし、支出として７，８０２万２，０００円を見込んでおり、内訳としまして

は、施設整備にかかる費用５，００１万円、企業債償還金２，７８１万２，０００円などであ

ります。第５条から９条は企業債、一時借入金、予定支出の各項の経費の金額の流用。議会の

議決を得なければ、流用することのできない経費、他会計からの補助金についてそれぞれ定め

るものです。５ページ以降は、下水道事業予算実施計画等の資料でございます。 

以上で説明を終わります。御審議の上、御承認賜りますようよろしくお願いいたします。 

〇議⾧（立山秀喜君） 総務課⾧。 

〇総務課⾧（嶋永健一君） 「第２４号議案、熊本広域行政不服審査会を共同設置する地方公共

団体の数の増加及び熊本広域行政不服審査会共同設置規約の変更について」提案理由及び議案

の御説明をいたします。地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２５２条の７第２項の規定

により、熊本広域行政不服審査会を共同設置する地方公共団体に新たに荒尾市及び⾧洲町を加

え、熊本広域行政不服審査会共同設置規約を次のように変更する。提案理由は、熊本広域行政

不服審査会を共同設置する地方公共団体の数の増加及び熊本広域行政不服審査会共同設置規約

の変更について、地方自治法２５２条の７第２項の規定により、関係地方公共団体の協議によ

り定めるため、同条第３項の規定において準用する同法第２５２条の２の２第３項の規定に基
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づき、議会の議決を経る必要があるため、提案するものでございます。 

変更する規約は、次のとおりでございます。熊本広域行政不服審査会共同設置規約の一部を

変更する規約熊本広域行政不服審査会共同設置規約（平成２８年告示第２０８号）の一部を次

のように変更する。第１条中「熊本市」の次に「、荒尾市」を「南関町」の次に「、⾧洲町」を

加える。附則としまして、この規約は令和７年４月１日から施行するものでございます。 

以上で提案理由及び議案の説明を終わります。御審議の上、御承認賜りますようよろしくお

願い申し上げます。 

〇議⾧（立山秀喜君） ここで説明の途中ですが、１０分間の休憩をとります。 

―――――――〇――――――― 

休憩 午後２時００分 

再開 午後２時１０分 

―――――――〇――――――― 

〇議⾧（立山秀喜君） 休憩前に引き続き、会議を開きます。 

説明の途中でありましたのでこれを続行します。まちづくり課⾧。 

〇まちづくり課⾧（田代由紀君） 「第２５号議案、熊本市及び南関町における連携中枢都市圏

の形成に係る連携協約の締結について」提案理由及び議案の説明を行います。地方自治法第２

５２条の２第１項の規定により、熊本市と南関町との間における事務の処理にあたり連携を図

るため、連携中枢都市圏の形成に関し、協議により別紙のとおり連携協約を締結するものです。

提案理由としましては、連携協約の締結について、地方自治法第２５２条の２第３項の規定に

基づき、議会の議決を経る必要があるためでございます。 

次のページを御覧ください。熊本市及び南関町における連携中枢都市圏の形成に係る連携協

約につきまして、第１条に、熊本市及び南関町が連携して、圏域全体の経済を牽引するととも

に、生活機能を高めることにより住民全体の暮らしを支え、人口減少社会にあっても、持続可

能で、魅力的な圏域の形成に資することを目的とすることとし、第２条にその目的を達成する

ために、⾧期的かつ安定的に統一した共通の理念に基づき、様々な取組において役割分担し連

携を図ることを基本方針とするものでございます。第３条に連携する取組及び役割分担としま

して、政策分野ごとに、次ページの別表第１から第３に来て記載をしております。第４条は、

費用分担について協議して定めるものとし、第５条では、連絡調整のための連絡会議を開催す

ることとしております。 

以上で、提案理由及び議案の説明を終わらせていただきます。御審議の上、御承認賜ります

ようよろしくお願い申し上げます。 

〇議⾧（立山秀喜君） 総務課⾧。 

〇総務課⾧（嶋永健一君） 「第２６号議案、工事請負契約の締結について」提案理由及び議案

の説明をさせていただきます。今回御提案いたします工事請負契約の締結は、町道立山線道路

地すべり災害復旧工事でございます。提案理由は、地方自治法第９６条第１項第５号及び議会

の議決に付すべき契約及び財産の取得または処分に関する条例第２条の規定により、予定価格

５，０００万円以上の工事または製造請負については、議会の議決を経る必要があるため提案

するものでございます。なお、この工事は指名競争入札により請負業者が決定したもので、令
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和７年２月２８日に仮契約を締結いたしております。工事名は町道立山線道路地すべり災害復

旧工事。工事場所は南関町大字関外目地内で、契約金額は消費税を含んだ額で９，５１５万円

でございます。契約の相手方は、熊本県玉名郡南関町大字関町１２３６番地、津留建設株式会

社代表取締役、津留克也でございます。工事の概要は、地すべり被災区間延⾧９１．２メータ

ーを復旧するもので、法面を整形した後、地盤にアンカー５７本を出し固定し、４６８名平米

のモルタル吹きつけで仕上げるものでございます。工期につきましては、議会の議決を得た日

から日の翌日から令和７年３月３１日までとし、財務局から抑制承認を得られた後、令和７年

１２月２６日まで延伸する予定としております。 

以上で説明を終わります。御審議の上、御承認賜りますようよろしくお願い申し上げます。 

〇議⾧（立山秀喜君） 町⾧。 

〇町⾧（佐藤安彦君） 「第２７号議案、南関町固定資産評価審査委員会委員の選任につき同意

を求めることについて」提案理由及び内容を説明させていただきます。南関町固定資産評価審

査委員会委員に次の者を選任したいので、地方税法第４２３条第３項の規定により議会の同意

を求めるものであります。また委員の任期は３年でございます。 

住所、南関町大字関下１５８８番地１０。氏名、坂本裕美。生年月日、昭和２５年５月３０

日生まれでございます。 

提案理由の御説明を申し上げます。坂本裕美氏の南関町固定資産評価審査委員会委員の任期

が令和７年３月１４日をもって満了となるため、南関町固定資産評価審査委員会委員として再

度選任したいので同意をお願いするものでございます。坂本裕美氏は昭和４４年に専修大学玉

名高等学校を卒業され、昭和４６年から南関町役場に勤務されました。平成２２年１２月に退

職されるまでの３９年間で、社会教育課⾧、福祉生活課⾧、町民課⾧、議会事務局⾧を歴任さ

れました。また、税務業務については、税務課、収納係⾧を始めとして１２年６か月にわたり

勤務され、退職後は区⾧を務められるなど、地域活性化地域活動にも貢献されております。こ

のように、税務業務についての経験が豊富であり、人格識見とも立派な方で、本審査委員会委

員として、平成３１年３月から就任していただいていることから、経験もあり、適任の方と思

われますので、御提案を申し上げる次第でございます。同意を賜りますようよろしくお願い申

し上げます。 

次に、「第２８号議案、南関町固定資産評価審査委員会委員の選任につき同意を求めることに

ついて」提案理由及び内容を説明させていただきます。南関町固定資産評価審査委員会委員に

次の者を選任したいので、地方税法第４２３条第３項の規定により議会の同意を求めるもので

あります。また、委員の任期は３年でございます。 

住所、南関町大字肥猪１４０番地。氏名、森秋光。生年月日、昭和２５年１０月２４日生ま

れでございます。 

提案理由の御説明を申し上げます。現在、南関町固定資産評価審査委員会委員である西島文

郎氏及び大原マツ子氏が令和７年３月１４日をもって、同審査委員会、委員任期満了となるた

め、次期の南関町固定資産評価審査委員会委員を選任する必要があるためでございます。 

森秋光氏は、昭和４４年３月に南関高校を卒業され、昭和４５年に中央大学法学部に入学、

昭和５３年３月に卒業され、昭和５５年２月から森秋光司法書士事務所を開業、令和４年１２
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月に閉業されるまでの４２年間勤務されました。また、平成１４年２月より南関町議会議員と

して就任され、平成１８年２月までの１期４年間、南関町の発展と住民の生活向上を目指し、

御尽力頂いております。ほかにも、南関町社会教育委員、民生委員児童委員、南関町商工振興

課、商工振興活性化審議会、南関町上下水道整備審議会、南町町民センター運営審議会の委員

を歴任されるなど、地域活動にも貢献されており、司法書士土地家屋調査士としての経験が豊

富で、人格識見とも立派な方であり、適任の方と思われますので、御提案申し上げる次第でご

ざいます。同意を賜りますようよろしくお願い申し上げます。 

最後に「第２９号議案、南関町固定資産評価審査委員会委員の選任につき同意を求めること

について」提案理由及び内容を説明させていただきます。南関町固定資産評価審査委員会委員

に次の者を選任したいので、地方税法第４２３条第３項の規定により議会の同意を求めるもの

であります。また、委員の任期は３年でございます。 

住所、南関町大字上坂下２０４５番地。氏名、多田隈紀。生年月日昭和２１年９月２０日

生まれでございます。 

提案理由の御説明を申し上げます。現在、南関町固定資産評価審査委員会委員である西島文

郎氏及び大原マツ子氏が令和７年３月１４日をもって同審査委員会、委員任期満了となるため、

次期の固定資産は南関町固定資産評価審査委員会委員を選任する必要があるためでございます。   

多田隈紀氏は、昭和４０年３月に東海大学第二高等学校を卒業され、昭和４０年４月に、

八幡大学法系学部、法律学科に入学、昭和４４年３月に卒業され、昭和４４年４月から港湾調

査⾧九州港湾調査局に入庁。平成１９年４月に貸館されるまでの３８年間で、沖縄公安調査事

務所⾧。熊本港湾調査事務所⾧を歴任されています。平成２０年４月に行政書士として開業さ

れ、そのほかにも保護司、熊本家庭裁判所、玉名支部⾧定員、熊本家庭裁判所、玉名支部、参与

員を歴任され、南関町でも、南関町人権擁護委員心配事相談員、南関町福祉協議会幹事、南関

町振興計画審議会委員。まちひとしごと創生総合戦略策定審議会委員を歴任されており、地域

活動にも貢献されております。このように幅広い分野での経験も豊富で、人格識見とも立派な

方であり、適任の方と思われますので、御提案申し上げる次第でございます。同意を賜ります

ようよろしくお願い申し上げます。 

〇議⾧（立山秀喜君） 議会運営委員会、委員⾧中村正雄君。 

〇６番議員（中村正雄君） 「委員会提案議案第１号、南関町議会個人情報保護条例の一部を改

正する条例の制定について」提案理由と、議案の内容を説明いたします。提案理由、法律の改

正に伴い、南関町議会個人情報保護条例を一部改正する必要があるためです。 

次のページをお願いします。南関町議会個人情報保護条例（令和５年条例第１０号）の一部

を次のように改正する。第２条第８項中「第２条第８項」を「第２条第９項」に改める。第１８

条第２項中、「福利厚生」を「報酬又は福利厚生」に改める。第１９条第１項中、「議会の保有す

る」を削る。第３９条第１号イ中、「第２条第９項」を「第２条第１０項」に改める。附則、こ

の条例は令和７年４月１日より施行する。 

以上で議案の説明を終わります。御審議のほどよろしくお願いいたします。 

〇議⾧（立山秀喜君） 

以上で提案理由の説明を終了します。 
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―――――――〇――――――― 

日程第２６、一般質問を行います。発言の通告があっていますので、順次発言を許します。 

 

〇議⾧（立山秀喜君） 一般質問を行います。 

発言の通告があっていますので、順次発言を許します。 

  １０番議員の質問を許します。１０番議員。 

〇１０番議員（山口純子君） 皆様こんにちは。１０番議員の山口です。先に通告しておりまし

た一般質問を行います。 

まず初めに、町内の各種団体の現状と課題についてお尋ねします。一つ目としまして、行政

が関わってきた団体等の構成員の人数の変遷と現状について、行政として課題の取組の考えを

お尋ねします。 

二つ目としまして、各地において人口減少、少子化、働き方の変化に伴い団体の現状も弱小化

しております。ボランティアを主体とする団体等、形を変えた取組もあると聞いているが、町

としては、現状を再構築するのか、また新しい形でのまちづくりを目指すかを尋ねます。 

初めに申しておきますが、今回の私の一般質問は、行政をはじめ、団体、個人の責任やこれ

までの経緯等を問うものではございません。少子高齢化や、大都市中心の人口形態と国から公

表される消滅市町村の現実を考えると、町内の団体等の推移も知るべきだと思っております。

ただ、現在も行政と町民とつくり上げてきた様々な団体が、現在でも弱体しながらでも活動し

ている現実があります。時代背景を考えますと、地域婦人会、青年団、老人会、子ども会、様々

な団体が日常の楽しみとして、活動してきたことは紛れもない事実でありますので、町のお考

えをお尋ねします。 

後の質問は自席で行います。 

〇議⾧（立山秀喜君） １０番議員の質問に対する答弁を求めます。町⾧。 

〇町⾧（佐藤安彦君） １０番山口純子議員の「町内の各種団体の現状と課題について」の質問

にお答えいたします。 

まず、１「行政がかかわってきた団体等の構成員の人数の変遷と現状について行政として課

題の取り組みの考えを尋ねる。」にお答えします。本年は、昭和３０年に南関町が誕生して７０

年という輝かしい年を迎えます。この間、産業構成比でも合併当初は第一次産業に多くを占め

ていた就業人口も、第二次産業、第三次産業へとシフトし、生活様式も変わり、若者世代の転

出増加や少子高齢化と重なり、地域の担い手不足は深刻なものと受け止めております。現在、

地域の後継者育成や地域活性化に向けた取り組みを進めていくために「南関町地域未来構想」

を策定し、町としての方針を定めているところです。そのような中、本町には多くの団体が組

織されていますが、主な団体での加入者数で申しますと、地域婦人会では、昭和５１年度１，

５３８名から令和６年度１５３名、老人クラブ連合会は、令和２年度３３０名から令和６年度

１９１名、南関町消防団は発足当時からの定数５００名を令和４年度に、定数見直しにより４

５０名の定数減となりましたが、令和６年度は定数を満たさず３５０名となっております。ま

た、青年団につきましては、活動する青年層の加入がなく、現在は消滅している状態でありま

す。シルバー人材センターでは、健康寿命が延びたこともあり、７０歳代半ばまで現役として
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働かれる方が増えており、人材確保にも苦慮されている状況であります。町としましても、既

存団体を守るために、さきに述べた団体を含め、６０ほどの団体に補助金等として、１億４，

９３４万３，０００円を支出しております。主な内訳としましては、商工会へ５００万円、シ

ルバー人材センターへ２２４万７，０００円、老人クラブ連合会へ９０万８，０００円、南関

間消防団へ７８万４，０００円、地域婦人会へ３１万８，０００円、子ども会連合会へ２０万

円、文化協会へ３０万円、民営保存会へ２２万５，０００円などでございます。また、後継者

の育成につきましても、各種団体の皆さんとの情報交換を行いサポートに努めているところで

あります。 

  次に、２「各地において、人口減少、少子化、働き方の変化に伴い団体の現状も弱小化して

おりボランティアを主体とする団体等、形を変えた取り組みもあると聞いているが、町として

は、現状を再構築するのか。また、新しい形での町づくりを目指すのかを尋ねる。」にお答えし

ます。町としましては、当然既存団体の存続を守ることに努めて参りますが、活動できなくな

った団体の再構築は、かなりハードルが高いのではないかと考えております。先ほども申しま

したが「南関町地域未来構想」を策定しておりますので、構想の目的であります、４つの小学

校区を基本として、地域が持つそれぞれの特性を生かしつつ、南関町全体が持続可能なまちづ

くりを行政とともに進めていただけるよう住民のチャレンジを支えていく体制の構築に努めて

おり、現在「住民による提案型事業」や「マルシェ開催事業」への補助を行なっております。こ

のような中から、主体的にまちづくりに取り組む団体や個人が現れることを期待しております

し、既存団体の存続、育成とともに新たな組織の支援にも努めて参りたいと考えております。 

以上お答えしまして、この後のご質問につきましては、自席からお答えさせていただきます。 

また、詳細につきましては、担当課⾧よりお答えいたします。 

〇議⾧（立山秀喜君） １０番議員。 

〇１０番議員（山口純子君） はい、ありがとうございました。私たちの所属している婦人会も

本当に高齢化しまして、いろいろ少なくなっておりますけど、地域活動の現状としては、子ど

も支援や青少年の健全育成、高齢者や障害者の福祉、生活環境の保全、食育や食の安全、交通

安全運動、防災運動、男女共同参画の推進、環境問題への取組、消費者問題の取組、選挙啓発

隊活動、昨日も大陶器まつりでは婦人会としては一応、ご汁といろいろぜんざいをするように、

活動しております。しかし、なかなか２日間じゃ働き手もおりませんので、１日にしましたけ

ど、やはり私たちは町のため、いろんな活動をして参っております。またマスク作り、雑巾の

配布、エコバッグ作り、共同料理作り、小学校にも指導に行っております。現状に即した活動

を送ってきました。ただ現状は少子高齢化により、また、審議会の減少など、本当に衰退の一

途をたどっております。中には共稼ぎでなかなか入れない、核家族の増加を考えると、現状維

持が今やっとでございますけど、やはり先ほど町⾧もおっしゃいました青年団の解散も、消防

団に若い人が入ってこない現状、また老人会の入会ですね、先ほど町⾧もおっしゃいましたけ

ど、コミュニティの楽しさがないような感じになっております。町内においてはアクセス問題

もありますし、町民が集まる楽しみや社会貢献できる町全体として考える最終の時期を迎えて

いると思っております。今現在、町として様々な団体や再構築の問題意識がございましたら、

お答えお願いします。 
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〇議⾧（立山秀喜君） 町⾧。 

〇町⾧（佐藤安彦君） 山口議員の、再構築ということでありますが、先ほどの答弁でも申しま

したが、今ある団体で活動いただいておる団体は、まだ活動が盛んに行われている団体もあり

まして地域婦人会もそうだと思っておりますので、再構築というよりも、今の団体にもっと自

分たちが楽しんでいただくことあたりも含めて、仲間づくりを盛んにしていただければ、会員

が減少をたどるということじゃなく、もっと増やすことも可能じゃないかなと思っております。

年齢層もそうですけれども、やはり自分たちの活動を今申されたようなことを理解されてる方

がもうちょっと不足しているんじゃないかと思いますので、そういったすばらしい活動をされ

ているということを皆さんに知っていただくと、もっともっと仲間が増えるんじゃないかと思

います。ということでありますのでほかの団体もそうですが、やはり自分たちの活動をもっと

ＰＲされて、仲間づくりっていうことに取り組んでいただければ、再構築というよりも、今の

団体がまだまだ盛んな活動ができるようになると思いますので、私たちはやっぱりそういった、

組織づくりも含めて応援していきたいと思いますので、今ある団体についてはしっかりとまだ

今の活動が続くように、そして組織が盛んになるように応援をしていければと思います。 

〇議⾧（立山秀喜君） １０番議員。 

〇１０番議員（山口純子君） そのように、ぜひお願いしたいと思います。私たちもやはり若い

人たちを加入させていただいてますけど、やっぱり新しいな仲間づくり、年代や家族を交えた

集まりでもいいのではないかと思っております。例えば、ボランティア団体、小さな農業の集

まり、食の中心にした団体、サロンと、南関町の地域性を生かしたコミュニティ活動ですが、

様々な考えを各地方の情報を入れながら実施し、ディスカッションしながらできればと思って

おります。ただ、今の現在の継続はなかなか、町⾧が応援しっかりすると言われましたので、

私たちもいろんな場面で老人会も加入してますし、商工会、いろんなもう本当に私自身は、そ

ういう団体ボランティアが好きだもんでですね、皆さんに「ほら、もう加入してください」と

いう推進はさせてもらっておりますけど、私が考える団体の継続の課題として私が１人で考え

ましたけど、やっぱ新しく入る人が減少してますね、人口減もありますし、補助金交付金を含

め運営費の課題、やはり老人会も５０万とか頂いておりますけど、なかなかその活動金が、活

動が少ないんですかね。そして集合活動場所への交通のアクセスです、一番は。乗り合いバス

とかがありますけど、それでまず共稼ぎ形態による活動の困難、土日祝祭日が家族行動への移

行になって、今から先のうから館が活動拠点になれるかを私は楽しみにしております。そして

協働のまちづくりの中でボランティアの組織ができるのかなど、いろいろ心配しておりますけ

ど、私が一番心配しているのは、今言ったうから館の活動拠点になるのかが、新しいまちづく

り、人づくりの場になりますけど、交流センターの集まりでの憩いの場、うから館が今人々が

集まって、病院、交流センター、非常に今活発的にいろんな行事がなさっておりますので、や

はりこれからうから館がそういう場所になりうるか、町⾧はどう思われますかね、活動の場と

して。 

〇議⾧（立山秀喜君） 町⾧。 

〇町⾧（佐藤安彦君） はい。うから館は、子どもから高齢者の方が、いろんな世代が、いろんな

自分たちの楽しみ、そして地域づくりの活動も含めてですけれども、総合的に集まっていただ
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いて、自分たちの目標に応じた活動ができる場になると思っております。ただいま交流センタ

ーもありますので、交流センターとうから館の使い分けといいますか、やっぱりそれぞれの団

体が使いやすいような場所になっていけばいいと思いますので、今の交流センターを、そこを

なかなか減っていくっていうことじゃなくて、交流センターからかうから館でということであ

りますので、それは両方をしっかりと活動がしやすいような体制をとっていきたいというふう

に考えます。 

〇議⾧（立山秀喜君） １０番議員。 

〇１０番議員（山口純子君） うから館の、私先ほども言いましたけどやはり交通のアクセスで

すね、そういうことで私も個人的に聞きますけど、３００円、今いろいろ交流センターでは火

曜日に「歌謡友の会」などが行っておりますけど、やはり乗り合いバスを使いながら楽しみに

行かれておりますけど、車をお持ちでない方がほとんど交流センターには「歌謡友の会」が行

ってらっしゃるんですよね。そしてお金の心配しないけど、やはり年金暮らしのように、一度

町⾧に言ったことがありますけど、やはり今度うから館ができたら、バスの運行じゃないけど

そういう無料バスとか設ける意思ありますかね。無料といいますとちょっとこう、イベントの

ときとか、そうじゃないとなかなか私たちの、大原地区、賢木地区、四ツ原地区とかの人たち

が行きにくいと思うんですよ。車の乗りあいとかはやはり今、白タクになってなかなか、交通

の乗せる人は少ないと思いますが、事故のことを考えたら、どう思われますかね、町⾧。 

〇議⾧（立山秀喜君） 町⾧。 

〇町⾧（佐藤安彦君） 質問の趣旨とはちょっと違うようですが。お答えしますが、うから館へ

の乗り合いタクシーであるとか、バスを活用した、そこに行きやすいようにということであり

ますので、そういったことに関しては、今は乗りタクシーしかございませんが、将来的に考え

たときには、今学校の在り方検討委員会というのも教育委員会のほうでは組織をつくって動い

ておられますので、それと直接連動するかどうか分かりませんが、将来的にはやっぱり子ども

たちの動き、それと町民の皆さんの動きというのが、同じような、車とかそういったものを使

ってでも、時間帯が変えて、動くということになれば、時間は小学生は朝と夕方ですけれども、

一般の方はそうじゃなくて日中とかもそういったものも使えることになりますので、いろんな

交通体系についても考えていく必要あるんじゃないかなと思っておりますが、その金額を３０

０円を幾らとかそこについては、まだその利用体系によって、本来であればもっと安いのが一

番いいと思います。しかし、町の財源とかありますので、町としてもいろんな財源をまず増や

して、そういった町民に還元でできるように、いろんな事業にも取り組んでいきたいなという

ふうに考えております。 

〇議⾧（立山秀喜君） １０番議員。 

〇１０番議員（山口純子君） そうですね。うから館のこと余り思い過ぎて、ちょっとそっちの

ほうに行ってしまいましたけど、やはり団体さんが共稼ぎが多くなって、加入が本当に少なく

なって、ＰＴＡなどの活動も本当に少人数のために草刈り等や住民の方々の協力を呼びかけら

れております。本当に私たちＰＴＡ、老人会、婦人会、夏休みで、最後の日にラジオ体操しよ

うといって、地域の皆さんと一緒にそういう行事をしておりますけど、その中で私たちは草取

りも、各４校区でお手伝いをしております。その団体がなくなってもやはり全ての呼びかけを、
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一つ一つの老人会、婦人会じゃなくて今共同で、私たちしようと思っているんです。ＰＴＡさ

んと一緒に、そういった先ほど町⾧が言われましたように、私も６０の団体の補助金を１億４，

９２９万８，０００円あると言うのも、改めて知りました。そしてこれから今弱体化した団体

であっても、設立当時は大きな意味があったと思っております。それでもう何回も聞きますけ

ど、諸先輩たちの思いを、意思を考えると、役目を果たしていたのか。まだまだ存在意識があ

るのか。全ての町民で共有しながら、町民で大きな課題になるかとは思っております。また町

⾧も先ほどからいろいろと言われましたけど、やはり四つの小学校の基本が、南関町地域未来

構想を策定しながら、いろんな団体を大切にしながら、もう消防も本当に今３５０人ですかね、

５００人あったのが、若者が減ったり、いろいろ家庭の諸事情で少なくなっているなと思いま

すけど、団体といえば私たちはもう本当に青年団、婦人会、いろいろ思いましたけど、もっと

団体のことだから聞いていいですかね。消防のことをちょっと、私はお聞きしたいと思います。

なぜこんなように減ったか、人口が原因と思いますけど、それをちょっと、消防のほう。 

〇議⾧（立山秀喜君） 総務課⾧。 

〇総務課⾧（嶋永健一君） はい。消防のほうを担当してます、部署持ってます総務課のほうで

ございますが、やっぱ子どもたちがまず減ってきたというのが一番ありますけども、就職され

て外に出ていって、帰って来ている子どもたちがまずいないのが一番でございます。もとにな

る、青年層を呼び寄せたくても地域に残ってくれていないのが一つでございます。二つ目がせ

っかく残ってくれてる方たちがいらっしゃるんですけども、その方たちも勤め先が地元じゃな

くて、町外のほうで勤められてまして、日中がいないということで、そういう方たちも半分ぐ

らいは入っておりますが、やっぱ半分は町に迷惑をかけるということで、消防団に入るのも少

し、後ろめたい気持ちがありますもんで、加入をちょっと考えられているところでございます。

一番大きなものはやっぱり地域に若い方の後継者ですね、その方がいらっしゃらなくなってい

るのが一番の原因かと考えております。 

〇議⾧（立山秀喜君） １０番議員。 

〇１０番議員（山口純子君） そのようにもう全ては人口減とかですね、団体のことを私は質問

をしてますけど、やはりこれから先はその現状維持ですね、私たち、老人会でもいろんなこと

で再加入じゃないけど、そういうことを進めながら、行っております。町としての今お考えや

現状の課題も理解いたしました。それで全国市町村の問題でもある国の施策も大いに期待して

おりますが、私たち町民一人一人がこの課題を自覚するよう、日常の生活もコミュニティも大

切にして、まちづくりに協力していきたいと思い、質問を終わります。 

〇議⾧（立山秀喜君） 以上で、１０番議員の一般質問は終了します。 

続きまして、６番議員の質問を許します。６番議員。 

〇６番議員（中村正雄君） 皆さんこんにちは。６番議員の中村です。今回は、質問１項です。質

問事項、子どもの権利について。質問の要旨、「子どもの権利条例」及び「こども基本法」では、

すべての子ども・若者の権利が保障され、身体的・精神的・社会的に幸福な生活を送ることが

できる社会の実現を目指しています。 

町の取組方についてお尋ねします。１、南関町こども計画について。２、いじめについて。

３、不登校について。４、子どもの貧困について。５、虐待、自殺について。 
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以降の質問、追加質問については自席で行います。よろしくお願いします。 

〇議⾧（立山秀喜君） ６番議員の質問に対する答弁を求めます。町⾧。 

〇町⾧（佐藤安彦君） ６番中村正雄議員の「子どもの権利について」「子どもの権利条約」「こ

ども基本法」では、すべての子ども・若者の権利が保障され、身体的・精神的・社会的に幸福な

生活を送ることができる社会の実現を目指している。町の取り組みについて問う。の質問にお

答えいたします。 

まず、①「南関町こども計画」についてお答えします。本町では、すべての子ども・若者が、

尊厳を重んじられ、自分らしく自らの希望に応じてその意欲と能力を生かすことができるよう

になること、子どもを産みたい、育てたいと考える個人の希望が叶うことに繋げ、こども・若

者及び子育て当事者の幸福追求を支援していくことを目指しています。計画の基本方針として

（１）すべてのこども・若者が幸せに暮らし、成⾧できるようにする。（２）家庭や子育てに夢

を持ち、子育てに伴う喜びを実感できるようにする。（３）こども・若者、子育て当事者を支援

する人が笑顔で接することができるようにする。（４） こども・若者、子育て当事者のライフ

ステージに応じた切れ目のない支援を実施する。（５）関係機関と連携し、社会全体の気運醸成

を行う。（６）住民と共に未来を創る。を掲げ、国の「こども大綱」や熊本県のこども計画を踏

まえ、現在、南関町こども計画を策定中であります。今後も、本計画に基づき、関係機関と連

携しながら、すべての子ども・若者が健やかに成⾧し、自立できるよう推進して参ります。 

次の、②「いじめ」について、③不登校については、教育⾧よりお答えいたします。 

次に、④「子どもの貧困」について、お答えします。本町においても、子どもの貧困は重要な

課題の一つと認識しており、この貧困問題は、「まわりに気づかれたくない」など、外部には相

談しづらい悩みだと推測されます。現在、こども家庭センター（こども未来推進室内）では、

各学校にて定期的に実務者会議を開き、貧困の可能性がある家庭の情報を収集、生活困窮の実

態を把握するとともに、家庭訪問、状況の把握、助言、食品の配布等の個別支援を行っており

ます。個別支援は、就労支援や家計管理など多岐にわたり、社会資源を活用しながら、その家

庭が生活の安定を図れるよう支援に努めております。特に、ひとり親家庭は、ふたり親家庭よ

り相対的に貧困率が高いと思われるため、支援が行き届くよう、社会福祉協議会、町ひとり親

家庭福祉協議会と連携を図っております。令和４年度から、貧困対策として「食品・生理用品

配布事業」を実施し、直接物品を配布する機会を設けており、これまで相談できなかった方な

どへも相談場所の存在を認識してもらう一助になることを期待しております。また令和５年度

からは、熊本県が委託設置しているキッズケアセンターと連携し、支援が必要な家庭への食品

配布を行っております。今後も、国や県の補助制度を活用しながら、地域の関係機関と連携を

強化し、必要な支援を継続的に実施して参ります。 

最後に、⑤「虐待、自殺」について、お答えします。南関町要保護児童対策地域協議会（略し

て要対協）にて、児童虐待もしくは児童虐待に類似する案件として町が把握し、各関係機関と

連携しながら支援を行なっております。児童虐待には、身体的虐待、ネグレクト、性的虐待、

心理的虐待があります。南関町では、こどものいる前で夫婦喧嘩をする面前ＤＶが多く発生し

ており、これは心理的虐待にあたるものとなります。また、虐待にはあてはまらないが、類似

する案件として支援している家庭もあり、こどもの発達の特性によるもの、養育能力の低下、
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保護者の精神疾患等様々な要因によって支援がないと子育てが成り立たない家庭も存在してお

ります。町では、妊娠届時から行政が妊婦とその家庭に寄り添い、早期から対応することによ

って児童虐待の予防・早期発見に繋がることを大きな目的として、令和６年度より福祉課内に、

児童福祉と母子保健が一体的に事業を行う「こども家庭センター」を設置しております。また、

警察庁自殺統計データによりますと、南関町で令和元年度から令和５年度の間に、５名の方が

自殺により亡くなられていますが、児童生徒はこの中に含まれておりません。本町では、誰も

自殺に追い込まれることのない南関町を実現していくために、町民一人ひとりが問題意識を持

ち、悩みを抱えた人が孤立することなく、人と人とが繋がる町づくりを目指して「南関町自殺

対策計画」を策定し、児童生徒への取り組みとして、ＳＯＳの出し方に関する教育の推進、ス

クールカウンセラーの配置、不登校児童生徒等への支援、ヤングケアラーへの支援などを行っ

ております。今後も、児童虐待、自殺予防の観点から、小中学校をはじめ各関係機関との連携

を強化し支援を行って参ります。 

以上お答えしまして、この後のご質問につきましては、自席からお答えさせていただきます。

また、詳細につきましては、担当課⾧よりお答えいたします。 

〇議⾧（立山秀喜君） 教育⾧。 

〇教育⾧（永杉尚久君） 皆さんこんにちは。６番中村正雄議員の「子どもの権利について」②

「いじめ」について、お答えします。 

本町の直近３か年におけるいじめ認知件数の推移は、令和３年度は２件（小学校１件・中学

校１件）、４年度は４件（小学校４件・中学校０件）、昨年度は６件（小学校５件・中学校１件）

となっております。いじめについては、小さな異変を察知して見守っていくという教員の姿勢

を心がけ、いじめや差別をなくす取組については、各学校で道徳の時間や人権集会等を実施し

て、指導の充実を図っております。更に、いじめの防止等に関する措置を実効的に行うため、

校内に担当者をおき複数の教職員で見とっていく体制づくりや、定期的に生活アンケートをと

り、教育相談を行うなど、子どもたちの声を聞き取りながら取り組んでおります。教育委員会

におきましても、本年１月に対応のマニュアルやフローを作成し、いじめ防止基本方針の内容

充実を行いました。校⾧を中心に、危機管理意識を高く持ち、チームで対応する取組を確立し、

いじめの未然防止や危機管理に向けた教職員の意識改革や資質の向上を図っております。また、

いじめや差別を受けた児童生徒に対して、その後の様子を注意深く見守り、担任、養護教諭や

スクールカウンセラー（ＳC）等が対応に当たり、心のケアに努めております。 

次に、③「不登校」について、お答えします。登校したくてもできない不登校の問題は、昨

今、学校教育を取り巻く大きな課題の一つとなっており、コロナ禍から増加した不登校の問題

については、総合教育会議におきましても話題となるなど、課題解決に向けた取組の重要性を

改めて実感しているところです。児童生徒が不登校となる要因としましては、家庭環境や親子

関係、対人関係、学力不振などが複合する場合もあり、学校以外の関係機関とも連携を密にし、

個々の状況を十分把握する中で、その状況に応じた個別的、そして継続的な支援を効果的に行

うことが重要であると考えております。また、多様性の時代と言われる今日にあっては、不登

校の問題解決に向けて、これまでの考え方を一方的に押しつけるのではなく、児童生徒の将来

にとって、何が大切かを念頭に置き、個々の特性を文字、本人や家族の気持ちに寄り添いなが
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ら、⾧期的な視野を持って対応していくことも重要な視点であると捉えております。 

以上、お答えしまして、この後の質問に対しましては、自席からお答えいたします。また、

詳細につきましては担当課⾧よりお答えいたします。 

〇議⾧（立山秀喜君） ６番議員。 

〇６番議員（中村正雄君） それでは追加質問に入ります。私はこのことを子どもの権利につい

てのテーマについて、以前から、早く質問したいなというふうに思っていた次第です。といい

ますのは、子ども権利条約っていうのは国連で採択されたんですけども、１９８９年、平成元

年ということで、もう３０年以上も前に出てるんです。日本も５年後に批准しました。批准と

いうのは、国家として同意しましたという意味合いなんですけども、それで同年５月には、日

本もこれに同意して、我が国の中で効力が生じますよっていうのを、国内に通知をしたという

ことなんですね。ところが、そのあと動きがなくて、要は国内法の整備がそう進まなかったん

ですね。国連からも早く理念を実現するために、国内法や政策の整備が早くやりなさいってい

うのだって指摘を受けてました。それでＮＧＯなんかも、かなり日本を不十分だというふうに

批判をしておりましたけども、それから２０２２年、最近ですよね。やっとこども基本法が設

定されて、翌年にはこども家庭庁ができて、そしてこども大綱、こども未来戦略など、次々と

子ども関係の政策が急激に動いたというのが実態としてあります。引き金は、少子化と人口減

少対策ということだと思いますけども、いずれにしても日本が子どもに対する政策が、国家の

将来を左右する重要な要素として位置づけけられたですね。やっと国家戦略になったのかなと

いうふうに思いました。それの延⾧で地方自治体においても、こども基本法において、市町村

版をつくりなさいと、それはそれがこども計画を求められて、現在、南関町こども計画の策定

が進んでるという経緯があります。そういう中で、私としても一般質問として、南関町のこど

も権利条約についての取組を、やっと具体的に質問できる時期になったかということで、今回

のテーマに選んだ次第でございます。 

早速１番目の「南関町こども計画の作成について」の質問をしています。これはちょうど先

日、パブリックコメントが終わって、大体ここへそろそろ発行されるんじゃないかなというふ

うに思います。これの経緯を見てみますと、時期的に第２期の南関町こども子育て支援事業計

画が終了して、第３期のちょうど入るところだったんですね、今年が。来年度からその３期の、

こども、保育、子育て支援事業計画等、それにプラスしてこども計画が一体化して、南関町こ

ども計画の作成になってるかというふうに理解しております。今作成中のを見てみると基本理

念のところに、今までの第２期の計画の中では、「緑豊かなふるさとを愛し、心と体がたくまし

く育つまち」という基本理念が掲げられてるんですけども、今回の南関町こども計画には、そ

れの前側に、子ども、若者の権利が保障されというのが追加されてるんですね。子ども、若者

の権利が保障され、そのあとに今までと同じ緑豊かなふるさとを愛して、子どもと体がたくま

しく育つまちづくりというふうになってます。そういう面では子どもの権利っていうものが、

南関町の中でもしっかりと取り入れられて、それが議論になっているかなというふうに思って、

そういう面では安心して見ているところでございます。子どもの基本条例には四つの基本原則

というのが書かれて、これはもう皆さんもご存じだと思いますけども、一つは生命線、生存性

発達の権利ということで、要は子どもが健全に生きては育っていく権利を、子どもが持ってる
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よと。二つ目は、子どもを最善の利益を確保する権利、要はいろいろなことを判断するときに、

子どもが最善の権利を確保する権利を子どもを持ってるよっていうかね。三つ目が公平の条件

で、子どもは生きていくっていうことで差別の問題ですね。四つ目が今回私が結構強く求めた

いところなんですけども、意見表明の権利って持ってます。子どもは自分の意見を自由に表明

して、それが尊重される権利があるということですね。この四つの基本条例、子ども条例の中

で、四つの基本原則というのは、南関町こども計画の中には、どういう形で入ってんですか、

というのを最初に質問したいと思います。 

〇議⾧（立山秀喜君） 福祉課⾧。 

〇福祉課⾧（多田隈志保君） ただいまのご質問にお答えいたします。子どもの権利条約の基本

原則であります。「子どもが健全に生き発達する権利、差別をなくし子どもにとって最善の利益

を図り、生命や成⾧を保障し意見を尊重する」の理念に基づきまして、南関町こども計画の第

４章、施策の展開に、１、子ども、ライフステージに応じた支援、２、若者の夢が実現できる環

境整備、３、希望をかなえる結婚、妊娠出産への支援、４、あらゆる家庭のニーズに応じた子

育て支援、５、特に支援が必要な子どもへの支援の随所に取り入れております。以上でござい

ます。 

〇議⾧（立山秀喜君） ６番議員。 

〇６番議員（中村正雄君） はい。いろんな分野に施策として取り入れられてるというようなこ

とだと思うんですけども、表現の問題かもしれないんですけども、私もこの質問する前に南関

町のこども計画だけではなくて、もとになっている県のこども計画、それから周辺の、特に荒

尾、玉名、⾧洲とか、市町村のものを計画書を一緒に見て比較したんですけども、こどもの権

利の四つの原則を、言葉自身もそんなに出てこないといいますか、そういう差を感じたんです

けども、これは検討委員会の中でそういったことは議論にならなかったんでしょうか。そのこ

とを二つ目に、質問したいと思います。 

〇議⾧（立山秀喜君） 一般質問の途中ですが、１０分間休憩いたします。 

―――――――〇――――――― 

休憩 午後３時１０分 

再開 午後３時２０分 

―――――――〇――――――― 

〇議⾧（立山秀喜君） 休憩前に引き続き会議を開きます。 

答弁のほうお願いします。福祉課⾧。 

〇福祉課⾧（多田隈志保君） はい。先ほどのご質問にお答えいたします。子どもの権利条約の

四つの基本原則を踏まえつつ、地域の実情に即した形で計画策定を進めております。そのため、

計画の中では表現の条約の文言と一部一致しない部分がありますが、基本的な考え方は取り入

れております。また、子ども子育て審議会では計画の内容の説明を行っております。四つの基

本原則の取り入れ方が少ないという意見は特に出ておりませんが、計画全体を通じて、子ども

の最善の利益を第一に考えるという姿勢は共有されております。以上でございます。 

〇議⾧（立山秀喜君） ６番議員。 

〇６番議員（中村正雄君） はい。考え方はしっかり入ってるのかもしれませんけど、やっぱり
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外に伝わらないといいますか、表現力の差がないかなというふうに思います。せっかく作って

も、やっぱり伝わらないと、効果や結果も十分期待できなくなってしまうということで、それ

で熊本県の計画の中に、子ども向けの冊子っていうのが一緒に付いてるんですよね。大人向け

のちゃんとした報告書、計画書もあるんですけども、プラス、子ども向けの冊子がセットにな

ってるね。何でそうしてるのかなというのは、望んでるのが、結局これを何のためやっている

のかっていうと、子どもたちの参画を求める、子どもたちを参画させて、子ども計画を達成で

きたりという、そういう子の考えか、要は理念なり考え方が、外に向けて、ちゃんとこう発信

してるし、子どもたちが参加しやすいような、そういう環境を作ってるというところが、ちょ

っと違うかなっていうことなんで、こういう熊本県の身近なところなんで、ちゃんといろいろ

コンタクトをしながら、ぜひこういったところを、南関町に取り入れてもらえればなというふ

うに思います。それからちょっと権利っていうと、何か分かってるような分からないようなイ

メージが、どうしても我々、私だけかもしれないけど持ってしまうんですけども、権利の反対

っていうのは皆さん御存じですかね、権利の反対っていうのは。義務なんですね。ですから、

権利があって義務があるんですから、子どもは権利を持ってるんだったらその権利に対して、

大人の義務になってしまうんですね。ですから、権利条約の中に、要は子どもが健全で生きて

いく育てていくっていう環境、権利を持っているんですけども、それは逆に大人から見ると、

子どもが健全に育っていく、そういう権利があるんで、大人としてはそれを整えていく義務が

あるというですね。権利に対して、それを実現するかは大人が義務を遂行していくというかで

すね。ですからそういう義務だというような考え方で、その子ども計画の中を作成していけば、

また違った感じの仕上がりができてくるんじゃないかなというふうに思いまして、まずはその

ところを確認したいところでした。 

次の質問、そういう意味では表現力の違いという観点で見ますと、国が作ってる子ども大綱

の中のキャッチフレーズが、すごく適切なものを選んだなというふうに思ってます。それは何

かというと、「こどもまんなか社会」という言葉を使ってるんですね、こどもまんなか社会をつ

くりましょうと。これはすごく、この理念といいますか、子どもの権利の理念をうまく、よく

表現してるものだなというふうに思います。こどもまんなか社会って言うと、何か子どもだけ

というイメージをもしかしたらと取られるかと思うんですけど、そうじゃなくて、子どもが良

くなると、親も良くなるし、家族も良くなって地域も良くなって、町も良くなっていくってい

う、広がりが生まれますよっていう、そういう形の考え方をあらわしているものだというふう

に私は感じました。そういうことで、このこどもまんなか社会というのはもちろん御存じだと

思いますけども、今、こどもまんなか社会が、南関町に実現するような、ロードマップみたい

なのっていうのは何か描かれてますかね。形としてなくても、何か描かれてるようだったらば、

お聞かせください。お願いします。 

〇議⾧（立山秀喜君） 福祉課⾧。 

〇福祉課⾧（多田隈志保君） はい。こどもまんなか社会の実現に向けたロードマップについて

は、具体的な施策を進めていく形となっているため、一つの明確なロードマップとしての作成

は、しておりません。こども計画の基本方針に基づき、施策を着実に実施してまいります。以

上でございます。 
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〇議⾧（立山秀喜君） ６番議員。 

〇６番議員（中村正雄君） 分かりました。それじゃ、南関町にすぐ子育て世代の方たちと話す

機会があって「南関町の子育て支援はどうですか」っていうふうに、先般も文教厚生委員会の

視察の中で聞いたんですけども、非常にいい評価をしてまして「市町村の中では、子育て支援

はトップクラスでよく友達からうらやましがられる」というふうに答えが返ってきました。「ど

んなところをうらやましがられるんですか」っていうふうに聞くと、内容的にはほぼ金銭的な

支援が多い金額が多いという、そういう評価が回答としては、多いですね。ただこの金銭的な

支援というのは今国会でもいろいろと議論されてますし、各党間のやりとり案件にも上げられ

てきてますし、各自治体においても、この金銭的な支援というのは、競争的に何か進められて

るということが現状じゃないかと。ただ、これからはこういった金銭的支援だけではなくて、

本当にこう感じる、幸せ感を感じるですね。要はこどもまんなか社会の理念のように、子ども

を中心としては全世代の住民が大切にされてる、そういった支援の仕組みが評価されていく時

代に向かっていくんじゃないかな、というふうに思います。南関では今言いましたように、住

んでよかったプロジェクトの、特に金銭的な支援が非常に受けてるんですけども、プラス、こ

うした今お話しましたように、こどもまんなか社会の理念を実現したまちづくりを、ほかの自

治体よりも早く取り組んで、南関町の大きな方針として取り組んでみませんか。町⾧の見解を

お聞きしたいと思います。 

〇議⾧（立山秀喜君） 町⾧。 

〇町⾧（佐藤安彦君） はい、町で言いますと、「南関町こども計画」ということで今計画を作っ

ておりますけれども、中村議員が今お話しになりました、国の大綱の中では「こどもまんなか

社会」ということで表現されておりまして、熊本県は、「こどもまんなか熊本」ということで、

そういった表現がなされております。ということで、先週、南関町の審議会のほうでも、もう

全体的な案が決まりまして、「南関町こども計画」ということで、もうほぼ決定しとったわけで

すけれども、私もその計画を全部見直す中で、国県の動きと、南関町の動きがちょっと、南関

町はおとなし過ぎる。ちょっとどこまで子どものことを考えた表現をしているのかなというこ

とを、気づきました。ということでありまして、今回の中村議員の質問でもありますけれども、

やはり子どもを真ん中に置くっていう、こどもまんなか社会、こどもまんなか熊本、そういっ

たことが必要ということで思いましたもんですから、南関町こども計画を南関町こどもまんな

か計画、ということで、子どもを真ん中に置いた計画に変えられないかということで、審議会

の委員⾧に、私もその夜、議会が終わった日に電話しました。「やはり子どものことを、皆さん

が考えて、真ん中で育てていくということで、そういった表現ではどうですか」って言ったら、

委員⾧も大賛成でしたので、「南関町こども計画」を「南関町こどもまんなか計画」に変更して

いただくことになりそうです。ということでありますので、皆さんが何か関心を持ってもらう

ような計画にしたいと思いますし、内容自体もほぼ決まっておりますけれども、やはりこれか

らも皆さんが望まれるような計画にしていかなければなりませんし、私が一つ考えているのは

先ほどの山口議員のご質問でもありました、うから館今度が名称「ｕｋａｒａ」になりますけ

れども、ｕｋａｒａをこどもまんなか計画、それも生かしますけど、子ども若者も含めたまん

なか計画というような形での、そういったいろんな方が集まって、そこを拠点としてまちづく
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りができないかというふうにも考えておりますし、将来的には子ども若者、そして全世代の方

がそこで真ん中に位置するようなまちづくりをするのがｕｋａｒａだと思ってます。ですので、

そういったことができるようなｕｋａｒａにしたいと思いますし、全世代の方が自分が町の真

ん中にいるんだという意識を持ってもらえるような計画に、そういったものができればなと思

っているところであります。以上です。 

〇議⾧（立山秀喜君） ６番議員。 

〇６番議員（中村正雄君） はい。頼もしい見解をいただきましてありがとうございます。ぜひ

そういう形で進んで、表現力というのはやっぱり重要だと思うんですよね。それによってかな

り人っていうのは動きますので、今みたいに特に、町⾧がこの真ん中社会をつくるんだという

ことを表現されることによって、町内だけじゃなくて、全国にも発信できるんじゃないかなと

いうふうに思いますので、ぜひ進めてもらいたいなというふうに思います。 

では、次の質問に移ります。次はちょっと教育のほうの話を、教育⾧のほうにしたいと思い

ますけども、さっきも言いましたとおり、子どもの権利条約というのは、１９９４年に日本の

子ども計画ができて、２８年間の空白が国内の中にあったというのは非常にロスだと思います。

これって丁度合わせると、社会的にもよく失われた３０年ということを言われるんですけども、

この時期と一致するっていうのもね。子ども権利を遵守していくと、どんなことが起きるかと

いうと、結局子どもは今まで守られる存在であったから、ちゃんと自分で考えて、社会に参加

する主体的なものが生まれてくるというのが大きな特徴になるかと思いますね。ですから、そ

ういう面では、子どもたちが家庭や学校の中で、自分たちの意見が言いやすい環境になってい

ます。自分で考えて、主体的に動く、そして自分の意見を言いやすくなるとですね。ですから、

そうすると教育の在り方も今まではどちらか一方通行の教育だったと思うんですけども、子ど

も一人一人が自分らしく学べる制度っていうものも、また整えられていく形になるかと思いま

す。自主的に考えて、主体的に考えて自分の意見を言うというのは、まさしく今の教育界がま

ず目指してる姿じゃないかと思うんですよね。ですから、今ちょうど町立学校の在り方を委員

会で議論されてますけども、統廃合の議論ももちろんあるけど、そういった形だけの問題を議

論するじゃなくて、これからの時代に合った人材とは、あるいは南関町の子どもたちがどうい

う形のものを望むかという、子どもたちが望むか、大人たちがこうあったほうがいいんじゃな

いかということだけじゃなくて、南関町の子どもたちがどういう環境を望むんだっていう観点

で議論をしていただきたいということで、その辺の、もちろんやれやられると思いますけど、

教育⾧の見解をお伺いしたいと思います。 

〇議⾧（立山秀喜君） 教育⾧。 

〇教育⾧（永杉尚久君） はい、中村議員の学校の在り方検討会の議論の内容や方向性について

のお答えをいたします。これまでに在り方検討委員会は２回の会合を開いております。その中

で、三つの部会を設けて次のようなテーマを設定して、議論を進めていただいております。第

１部会は、豊かな心と確かな学力を身につけ、心身ともにたくましい子どもたちの将来像につ

いて、第２部会が南関町町立小学校の適正規模、適正配置について、南関町学校教育の特質を

活かした小中連携の教育について、第３部会が地域における小学校の役割についてということ

で、中村議員お尋ねのこれからの時代に合った人材や子どもたちが望む環境づくり等について
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は、主に第１部会で議論いただくようにしております。そして議論の内容については、全ての

委員で共有し、次の会議に臨む流れで進めています。また、子どもたちの意見を取り入れる運

営も、第１回目の会合で委員の方から提案がありましたので、以前取りましたアンケートも含

めて、随時行って参りたいというふうに考えております。 

〇議⾧（立山秀喜君） ６番議員。 

〇６番議員（中村正雄君） はい。いや、ちゃんと子どもたちの意見を取り入れた運営をされて

るということで、ちょっと安心しました。ぜひこちらの委員会も、こどもまんなか社会という

観点で進んでもらいたいなというふうに思います。そういう面でちょっと１点、提案をさせて

いただきたいんですけども、今教育⾧がずっと出されてる教育⾧だよりの２月号ですか、これ

も見させていただきましたけども、今答弁ありましたとおり、第２回の学校の在り方検討委員

会の様子がちゃんと掲載されてましたんで、読むとよく分かりました。提案というのは、この

内容をできましたら、子ども向けの冊子として、委員会の中で大人向けは、教育⾧だよりでよ

ろしいかと思うんですけども、子ども向けのものを、委員会が子ども協議会か何かですね、そ

ういったものを委員会終了後ごとに発行されて、プラス、それを読んだ子どもたちが、自分た

ちの意見が出せるようなものもセットになって、そういったことをやられると、それこそ子ど

もたちも一緒になって自分たちの学校の在り方っていうのが、大人と一緒に考えていけるんじ

ゃないかなというふうに思うんですけども、その辺りはいかが思われるでしょうか。 

〇議⾧（立山秀喜君） 教育⾧。 

〇教育⾧（永杉尚久君） はい、ご提案ありがとうございます。情報発信はとても大切なことだ

というふうに捉えております。子どもたち向けに分かりやすく説明をするということは、大人

の方にも分かりやすいというふうに思いますので、実施できる方向で検討したいというふうに

思います。 

〇議⾧（立山秀喜君） ６番議員。 

〇６番議員（中村正雄君） はい、ありがとうございます。ぜひ実現するのを楽しみにしており

ます。 

ちょっとここから、進め方についての質問をしていきたいというふうに思います。計画書を

見ますと、基本理念があって基本方針があって、下に施策の展開っていうふうに構成としては

なってるんですけども、この施策の展開の中で今後の方向性っていうのはあるんですけども、

具体的な施策っていうのがないのはどうしてなんでしょうか、という質問なんですけど。 

〇議⾧（立山秀喜君） 福祉課⾧。 

〇福祉課⾧（多田隈志保君） はい。計画の中で示しております今後の方向性は、広い意味では

施策の一つと考えております。しかし、現時点では具体的な内容や実施方向が確定していない

ものも含まれておりますため、施策として明記するのではなく今後の方向性として表記をして

おります。以上です。 

〇議⾧（立山秀喜君） ６番議員。 

〇６番議員（中村正雄君） はい、別にあるんでしたら、やっぱりちゃんと外に見えるように書

いてもらいたいですし、⾧い先を確定的に明記するのは難しいんであれば、見えるところ、直

近の１か月、１年間でもいいんで年間計画みたいなものを作っていただきたいなというふうに
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思いますし、できればこちらも、子ども向けのものを一緒に発行していただければ、またこど

も計画、南関町まんなかこども計画の中にも、子どもたちがまた関心を寄せてくるんじゃない

かなというふうに思いますので、検討をお願いしたいと思います。 

それともう１点は、こども計画書を読ませていただくと、前の期の第２期の計画書の結果、

要は、ＰＤＣＡの前の結果がどうで、それで第３期を作りましたと、プラスこども計画が載っ

てますよっていうような形になるのが、通常の形かなというふうに思ったんですけども、今回

はそのＰＤＣＡの結果が載ってないのは何か理由があったんでしょうか。 

〇議⾧（立山秀喜君） 福祉課⾧。 

〇福祉課⾧（多田隈志保君） はい。第２期計画の実施状況を踏まえた上で、今回の計画をただ

いま進めております。詳細な検証結果を個別に記載はしておりません。ただし、第２期計画で

の取組の中で、継続すべきもの、新たに強化すべきものを整理しており、それを今回の計画内

容に反映しております。次の計画では、ＰＤＣＡの結果が記載できるよう工夫をしてまいりま

す。 

〇議⾧（立山秀喜君） ６番議員。 

〇６番議員（中村正雄君） はい。次の計画でぜひお願いいたしますし、これはパブリックコメ

ントもちょっと読ませてもらったんですけども、パブリックコメントの中でもやっぱり町民の

方から同じような指摘をされて、やっぱ町民の方もＰＤＣＡでどうやってこういった期が変わ

ることに、いい方向に進んでいくかっていうのは、非常に関心持って見られてますし，我々も、

そういう関心を持ってますので、ぜひこういった２期３期４期と繰り返していくものについて

は、ＰＤＣＡをしっかり回せられてると思うんですけども、それが読む人にちゃんと伝えるよ

うな形で表現をし、表現力を上げてもらいたいなというふうに思います。 

こども計画についてはこれが最後ですけども、先ほどの、今のこども計画、年間計画が、や

はり追加でもいいですから、見えるようにしていきたいっていうことと、子どもの意見がちゃ

んと取り入れられるような、そういった仕組みをつくっていただきたいということで、子ども

たちも急に言われて慣れてないんで、最初は余り、ちょっと内容的にプワーな内容が上がって

くるかと思いますけども、だんだんと続けていくうちに、またちゃんと自分の意見がちゃんと

聞き入れられて反映されてるなと。実現しなくても、大人たちがちゃんと検討してくれてるな

ということが見えることによって、だんだんと表現力もうまくなっていくというふうになりま

すので、やっぱり南関町としては子どもたちを、発言力のある南関町の子どもたちに育ててあ

げるということも、これからの社会で非常に重要なことだと思いますので、そういう観点で、

このこども計画も進んでいってきております。それと先ほど町⾧が言った本当の意味でもこど

もまんなか中社会が、南関町で実現してくれればいいと思いますし、そうすれば子どもが変わ

って、家庭が変わり学校地域が変わっていくと、そのスタートとしてこの南関町こども計画を

進めていただく。この本計画は、所管の課が複数関わられていますので、そこのあたりも一丸

となって、ぜひ期待に沿うような、リードをしていただきたいというふうに思います。 

次に２番目のいじめの項目について移りたいと思います。まず、いじめの認知件数について、

先ほど答弁でありましたけども熊本県のこどもまんなか、熊本の実施計画の中に、令和４年度

におけるいじめの件数、これは小、中、高、特殊支援学校も含めてなんですけども、いじめの
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認知件数が１，０００人当たり、要は３．１１％で全国平均が５．３３％ということで、熊本

県の計画表の中に載っていました。これを南関町の生徒数に換算すると、小学生が３７０名で

すか、これで１，１７０名で計算すると、県の計算からいうと１２人なんですね。小学校で１

２人、全国の５．３３％であると。全国平均で２０人ですね。それから県平均で小学校で１２

人、全国で２０人、こんな大きないじめの件数が認知されて、中学校も県で６人、全国で９人

ということですね。ですから、先ほど答弁の中では大体、小学校で４、５人ぐらいでしたっけ

ね。中学校で１人ぐらいの数字だったんですけども、県平均、国平均に比べてかなり少ない。

これは取りようがあると思うんですけど、この数字が南関町は非常にいい環境にあるか、ある

からこんなに少ないんだというとり方もありますし、実際の捕捉率が低いんじゃないかという、

両方の取り方があるんで、それはどっちかっていうことは判定できないんで、両方を頭に入れ

ながら、対策というのを進めていくべきじゃないかなというふうに思います。でも現実的には、

いじめっていうのはＳＮＳも含めて子ども間の中で静かにどんどんと広がっていくというふう

に言われてますので、どんどん発見が厳しい状態になっていくんじゃないかなというふうに思

います。それで、南関町の学校、先ほど答弁の中でもいろいろな対策とかをやられているとい

う答弁でしたし、私どもも学校に研究発表のときに実際に中に入って、学級の中にもクラスの

中に入るんですけども、やっぱ結構、一人一委員に整備しようとか、そういう自己肯定感を上

げるような形のものとか、いろんな取組があったり、ポスターもあったり、しっかりと取組は

されてるんじゃないかというのは確かに感じます。ただ、これは南関町だけじゃなくて、全国

の学校が取り組んでいるんだけども、なかなか減少していかない。見えないところで増えてい

くんじゃないかなというふうに思いますので、今までいろんな議論をされたかと思いますけど

も、またちょっと新しい視点、視線で、何か対策というものを考えられてもいいんじゃないか

なと。それが今回のテーマの、子どもの権利という意味で、いじめ対策も１回、検討されてい

かれたほうがいいんじゃないかなというふうに思います。これも提案になってしまうんですけ

ども、結局いじめを受けてる子どもが、受けてる最中にどう思うかなんですよね。実際、いじ

められたという体験をされた方は多分少ないと思うんですけども、実際にいじめを受けた子ど

もたちが、どう考えてるかというと、もう何しろこの場から離れたい、一刻も早く離れたいっ

ていう気持ちがあるし、いじめが終わったとしても、またいついじめに遭うのかっていう、本

当にもうびくびく状態だと思うんですよね。そういう子どもたちの気持ち、要はまた子どもの

権利を守るという意味では、ある意味で、これ提案なんですけども、逃げ場をつくってあげた

ほうがいいんじゃないかなと。そういうのも一つの手ではないかなというふうに思いますね。

もう理由が、言わなくても、例えば具体的には、本人の希望があれば、もうクラス替えをして

あげると。ただ、複数クラスがない場合がありますので、そういうときは、ほかの学校に、南

関の場合だったら小学校だったら４校あるんで、ほかの学校に移してあげるとか、あるいはそ

れがなければ、もうフリースクールに移してあげるとか、まずはなんかそういった逃げ場をつ

くってあげるっていうのも、それも子どもの権利っていうものを、重視した対応の仕方の一つ

じゃないかなというふうに思いますので、そういったことを、もう検討の中に、ぜひ子どもの

権利という意味で議論していただければなというふうに思います。 

それと、実際先ほど言いましたとおり、子どもたちにいじめに遭った子どもたちだけではな
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くて、普通の子どもたち全員に、自分たちがいじめに遭った場合にはどうしてもらいたいかっ

ていうことも、グループ討議でもいいと思うんですけど、そういうことを実際にあったことを

想定して、どんな気持ちになるんだと、子どもとしてどんなことを大人にしてもらうことにし

てもらいたいんだっていう、そういう声を上げるっていうことを、普段からやってると。実際

にいじめに遭ったときに、やっぱり声が出しやすくなるし、いじめじゃなくても、「先生、ちょ

っとクラス替えてよ」という、「校⾧先生変えてよ」というふうなことも、言えるようになるか

と思いますので、そういった子どもたちが声を上げやすいようなことを普段から、クラスの討

議の中とか、そういったこともやってもらえば、子どもたちの逃げ場が出来上がるんじゃない

かと思うでんすけど、こんな考え方はどうでしょう。教育⾧、何かご意見を。 

〇議⾧（立山秀喜君） 教育⾧。 

〇教育⾧（永杉尚久君） ご提案ありがとうございました。学校でいじめに対応する場合、いじ

めに遭っている子どもたちにしっかりと寄り添うということを、第一に考えて対応をお願いし

ておりますが、それが十分でない場合も今まで見られております。まずそこを一番に、学校職

員、全委員会も含めて、共通認識で対応していきたいと思っています。あわせて、やはりいじ

めに遭わない、学級や学校をつくるために、今おっしゃったようなこともあったときにはどう

するか、合わないためにどうするかというような、子どもたち、先生方が、一方的に指導する

だけじゃなくて、子どもたちの声の中で、それを生かしながら作り上げていくシステムという

か、学級づくりをお願いするように、今後取り組んでいきたいと思っております。 

〇議⾧（立山秀喜君） ６番議員。 

〇６番議員（中村正雄君） そうですね。いじめってのは駄目だよっていうことじゃなくて、も

ういじめっていうのは起こるもんだというのを前提に、そのときに子どもたちはどうするんだ

と。いじめに遭った本人はどうしたらいいのかってのはみんなで話しするし、いじめを見てる

子どもたちもどうしたらいいのかというようなことを、もういじめの現場を再現してあげるほ

うが、逆に子どもたちというのは何か対応しやすい、大人はどうしても防災を、抑えようと、

起きないようにって言ってするんですけども、起きるのを前提に、声が上げやすいような、そ

ういう環境も、ぜひつくっていただきたいなというふうに思います。 

では次に不登校ですけども、この件数も熊本県の数字が載ってまして、これは小学校と中学

校と合わせて、１，０００人当たり３３６人の、％でいうと３．６７％、国が３．１７％で、ほ

ぼ国と県が一緒ですね。それで南関町はどのくらいの不登校数になってますでしょうか。 

〇議⾧（立山秀喜君） 教育課⾧。 

〇教育課⾧（城野和則君） ただいまのご質問にお答えいたします。本町での不登校児童生徒に

つきましては、令和３年度が小学校４名、中学校２１名の合計２５名、令和４年度が小学校４

名、中学生２２名の合計２６名、令和５年度が小学生７名、中学生１９名の合計２６名、本年

度につきましては、１月現在でございますが、小学生４名、中学生１９名の合計２３名となっ

ております。 

〇議⾧（立山秀喜君） ６番議員。 

〇６番議員（中村正雄君） はい、ありがとうございます。分かりました。大体、先ほどのパーセ

ントですね、さっきと同じように、南関町の生徒数で計算すると、県２０人、全国で１７人と
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いうことなんでね、今の答弁だと大体２５、６件だったと思いますけども、ちょっと南関のほ

うが多いという数字ですね。これは捕捉率というよりはもう本当に実数ですので、やっぱりち

ゃんと多いっていう、不登校率がですね。県平均、全国平均よりも多いという形になりますね。

不登校あったら、フリースクールがあるんですけども、日本のフリースクールは、子どもの権

利条約の観点から見ると、子どもが自分らしく成⾧して意見を反映できる学びとして、いい位

置付けで評価されてます。ただ、全ての生徒が全部フリースクールでいいかというと、そうで

はないというふうなことで、やっぱりフリースクールに合ってる子どももあるし、通常の学校

が適してる子どももあるので、どこがいいというのはやっぱり一概に言えていないし、大切な

のは子ども一人一人のニーズや背景に合わせた選択肢があるということが、子ども条約の中で

は非常に重要な観点じゃないかなというふうに、そういう面では多彩な、環境教育環境が準備

されるというのがいいかと思います。それでちょっとお聞きしたいのが、先ほどの２６名の不

登校になった子どもたちは、どこに今いるのかということで、一つは学校の中で居場所があり

ますよね。指定された場所とか保育所とか図書館とか、要は学校の中にいる割合と、それから

フリースクールに通ってる割合と、あとは家庭で引きこもりみたいな形で家庭と、その三つあ

ると思うんですけども、何かこういう把握はされてますでしょうか。 

〇議⾧（立山秀喜君） 教育課⾧。 

〇教育課⾧（城野和則君） 令和６年度の数値でございますけども、校内が４４％、フリースク

ールが１３％、家庭４３％となっております。出席扱いについてはフリースクールへの通所は

出席といたしております。以上です。 

〇議⾧（立山秀喜君）６番議員。 

〇６番議員（中村正雄君） はい結構、校内と家庭が、多いんですねフリースクールは出席扱い

になっているということですね。はい、分かりました。ちょっと近くにもフリースクールがあ

るんで、そこに行ったときに聞いた話なんですけども、そこのフリースクールが開設するとき

に、通う子どもさんたちに出席扱いになるように、各市町村にまた、依頼というんですかね、

お尋ねしたところ、南関町がなかなか出席扱いにならなかったというふうに、ほかの市町村は

結構早くすぐに出席扱いしますよ、っていうふうに言われたんですけど、南関町はなかなか返

事が来なかったっていうことなんですけど、この辺がどうしてそれがそういうふうになったか

って、何かお聞きになられてますでしょうか。 

〇議⾧（立山秀喜君） 教育課⾧。 

〇教育課⾧（城野和則君） 文部科学省から出されました指針をもとに、フリースクールでの学

習内容、指導者の有無、教員免許資格、また、学校との連携の在り方などをそれぞれのフリー

スクールごとに訪問をして聞き取りをしております。また、近隣の市町の情報を収集するなど、

慎重に検討した結果、出席扱いの判断をしているところでございます。 

〇議⾧（立山秀喜君） ６番議員。 

〇６番議員（中村正雄君） はい。しっかり、検討された結果、ちゃんと出席扱いをしてもいい

なという形になったということですね。この不登校についても、子ども権利条約の基本条例に

も四つとも全て該当してるんですけども、冒頭の答弁にもありましたけど、多様性の時代なの

で、子ども一人一人のニーズ背景に合わせた選択肢が必要だということで、単にこの学校に引
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き戻すだけではなくて、やっぱりいろんな選択肢を用意して、全ての子どもたちに合った、最

良の学びの環境を作っていくということが大人の義務ではないかと思います。そういう選択肢

を増やすっていう意味で、今進んでる町立学校の在り方の中で、この子どもたちが学校の中で

自分の居場所なり、自分の学ぶ方法、そういったものを選択できるような方法っていうものも

含めて、検討というのは何かされてるんでしょうか。あるいは、こうしていきたいなとかいう、

何か教育⾧の考えがありましたらお聞かせください。 

〇議⾧（立山秀喜君） 教育⾧。 

〇教育⾧（永杉尚久君） お答えします。在り方検討委員会の中では、将来の南関町にふさわし

い教育の内容について議論を重ねていただいておりますので、教育の制度や教育課程等につい

て、不登校の子どもたちも、もう生き生きと学べるような環境づくり等も視点として議論の対

象になっております。 

〇議⾧（立山秀喜君） ６番議員。 

〇６番議員（中村正雄君） はい。そういう面では、私は学校の中にフリースクールもあっても

いいんじゃないかと。クラスとして何クラスがあるとして、一つだけ支援の学級ありますけど

も、それと同じようにフリースクールもあってもいいなと、フリースクールで学びたいってい

う子どもがいれば、そちらに行けばいいかというふうに思いますし、そうすると、フリースク

ールは費用がかかるんですよね。費用がかかるんで、私立の小学校とか私立の中学校というの

はあるんですけど、あっちとはちょっと違う意味なんで、フリースクールというのはどうして

も公立のところにいけないんで何とかここで居場所をつくってるっていう意味なんで、できれ

ばその公立の中にフリースクールというのを設けてもらったほうがいいと思いますし、今すぐ

できないかと思いますけども、市町村によっては、フリースクールに通う子どもたちに、学費

の支援をしてるところもあるんですね。それも一つの支援の方法かと思うんですけどもこのフ

リースクールに通う子どもたちの学費に支援というのは何か考えられてますでしょうか。 

〇議⾧（立山秀喜君） 教育⾧。 

〇教育⾧（永杉尚久君） そのお尋ねに関しましては、まず１２月の議会のときに福山議員から

もお尋ねがあってお答えをしております。国の検討の状況を鑑みながら、研究してまいりたい

というふうに思っているところです。私たちも東京や福岡あたりでこういう支援をされている

というのを情報を持っておりますので、そういう先進的に取り組んでる自治体の研究をしなが

ら、今後の支援の方向性を検討していきたいというふうに思っております。 

〇議⾧（立山秀喜君） ６番議員。 

〇６番議員（中村正雄君） はい。ぜひ、いい方向に進むようにまたいろんな点を、議論、調査研

究をしてもらいたいなというふうに思います。 

次は、４、子どもの貧困についてお尋ねします。これもまずは件数の話ですけども、熊本県

の数値を見ると、貧困の状態にある子育て家族の割合は１３．３％、特にひとり親家族は４０．

９％と非常に高い数字が出てますけども、南関町の子育て世代、子育て家族の中で貧困率、貧

困状態にある家族の割合とか、ひとり親家族の貧困状態の割合というのは捉えられてますでし

ょうか。 

〇議⾧（立山秀喜君） 福祉課⾧。 
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〇福祉課⾧（多田隈志保君） 南関町における貧困についての具体的な割合を示す明確な統計は、

現在のところございません。令和５年度において、熊本県からの依頼により実施しております、

子どもの生活に関する実態調査では、中学２年生と小学５年生とその保護者に対して調査を行

っております。調査対象は１２５件に対し、保護者の回答率は４９．６％で母数が少ないため、

町としての貧困の割合を示すのは難しいと考えるところです。ただし、子どもの貧困は重要な

課題であり、ひとり親家庭の貧困率は高いと認識しております。生活状況や支援の必要性につ

いては、引き続き実態の把握に努め、支援を行ってまいります。 

〇議⾧（立山秀喜君） ６番議員。 

〇６番議員（中村正雄君） 数字としては出てないということですね。先ほど答弁の中でも、貧

困世代に対して非常に手厚い支援をいろいろとやられていますけども、この数字、町の割合取

り入れられてないんでしたら、県の数値を参考にして、子育て世代で全体で１３．３％、特に

ひとり親は４０．１％あるという、その数値を鑑みてね、今自分たち、南関町としてこういう

支援をやってるのは、例えばひとり親家庭に４０％までその支援が届いてるのかなっていう観

点で、せっかく県の数字が出てるんですから、今やられているひとり親に対しての比率がもっ

と低い数字であれば、本来もっとあるかもしれないっていう観点で、やっぱりこの数字をうま

く使って、より隠れているという表現は余りよくないかもしれないんですけども、届いてない

というのが表現がいいですかね。届いてない貧困層にちゃんと届くような、そのためにこの数

字というものを一つの使われていったらいいかなというふうに思います。 

もう一つは、先ほどの支援の中でもいろんな支援が答弁の中でされたんですけども、特にも

う出産前から今回のこども課でしたっけ。ごめんなさい、名前忘れました。そこが妊娠時から

ずっとその家庭に寄り添っていくという支援をやっていくというのが、今回の一番の特徴だと

思うんですけども、その中で途切れない時代でですね、もちろん、子育ての親の方たちの意見、

あるいはそれに適うような支援をやられてると思うんですけども、続いてる中で子どもの声と

いうのは、何かこう、実際には難しいかと思いますけども、子どもが話せるようになったとき、

子どもの声っていうのを聞くような仕組みというのはこの途切れない支援の中で、何か組み込

まれておりますですか。 

〇議⾧（立山秀喜君） 福祉課⾧。 

〇福祉課⾧（多田隈志保君） はい。母子手帳の交付から、家庭訪問、赤ちゃん教室、乳児健診、

巡回相談等で面談を行い、状況を把握し適切なサービス関係機関へとつないでおります。家庭

センターの相談業務の中で扱う案件の中では、保護者と面談すると同様、子どもにも面談する

機会を設けており、子どもの最善の利益を最優先に考えながら支援に努めております。 

〇議⾧（立山秀喜君） ６番議員。 

〇６番議員（中村正雄君） はい。機会を設けられてるということなので、ぜひ、これもちろん

親の意見も必要ですし、同時にそういった子どもたちが本当に貧困状態の中で、親が受ける思

いと、また子どもが受ける思いというのはまた違うかもしれないんで、親がしてもらいたいこ

とももちろん大切なんですけども、子どもがしてもらいたいことが、もしかしたら隠れてるか

もしれないんで、そこも含めてやっぱりちゃんと貧困の子どもたちがどんなことをしてもらい

たいかっていうところを、ぜひそういう機会を設けて、先ほど言いました、最良最善の利益と
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最優先で考える支援、子どもを最優先で考えるようなそういった支援も、ぜひ続けてもらいた

いというふうに思います。 

最後に、虐待、自殺の件ですけども、こちらは先ほどの答弁で、子どもたちの自殺は南関町

はないという答弁でしたけども、県の資料を見ますと、令和５年に１０歳から１９歳の子ども

若者は、９人自殺をしてますね。１０歳から３０歳のほうの年代の死亡率の一番多いのは自殺

になってるということで、南関町は幸い、そういう事出ていませんけども、社会全体としては、

そういう風潮になっていくということなので、そういった対策もしっかりやっていかなければ

ならないというふうに思います。その前に虐待相談件数も県として載ってまして、２，７３９

件、というふうに載ってますね。これは南関町で虐待件数というのは何か、自殺はなかったっ

ていう答弁あったんですけど、虐待件数の相談件数というのは、何か把握されてますか。 

〇議⾧（立山秀喜君） 福祉課⾧。 

〇福祉課⾧（多田隈志保君） 児童虐待相談の対応件数は、南関町要保護児童対策地域協議会、

略して要対協と申します。児童虐待もしくは児童虐待に類似する案件として、町が把握し、関

係機関と連携しながら支援を行っております。登録児童数は、令和４年度が２３件、令和５年

度が２５件、令和６年度が２４件となっております。この件数は３人兄弟であれば３件とカウ

ントいたしますので、世帯で申し上げますと、令和４年度が１４世帯、令和５年度１４世帯、

令和６年度が今日現在で１３世帯でございます。子どものいる前で夫婦げんかをする、面前Ｄ

Ｖの割合が一番高く、心理的虐待に当たるものでございます。また、身体的虐待は３年ほど報

告をされておりません。以上でございます。 

〇議⾧（立山秀喜君） ６番議員。 

〇６番議員（中村正雄君） はい、やっぱ県の件数から見ると少ない傾向にありますね。これも

いいととるのか、声が届いてない、あるいは相談が来てないととるのか、両方の判断のしよう

があるんで両方にらんで、より相談しやすいような環境も、ぜひ、作っていただきたいと思い

ますし、特に子どもたちがなかなか大人に相談するのっていうのは難しいと思いますので、子

どもが相談しやすいような、また先ほど子育て支援の途切れない寄り添う支援の中で、１回じ

ゃなくて何回もこうあってると、いろいろちょっとしたことも話しやすいと思いますので、小

さいときから、まだ話せないときから会ってる人を、定期的にずっと会ってると、だんだんと

話しやすくなるんでそういう環境づくりといいますか、子どもたちが声を上げやすいような環

境作りも、途切れない支援の中で、制度として何か作っていただきたいなと、いうふうに思い

ます。 

最後ですけども、子どもの権利についていろいろと、南関町でも、こども計画がスタートし

てるんで、その中で始めるに当たってということで、子どもの権利についていろいろと質問さ

せていただきましたけども、町⾧がぜひ、こどもまんなか社会を、南関でも実現していくとい

うふうに宣言されましたんで、非常に心強く思いました。南関町こども計画の基本計画の最後

のほうに、住民とともに未来をつくるっていうのがありました。ちゃんと書いてありました。

「子ども、若者こそ、子育て当事者、それから関係者の視点に立って、なかなか声が上げられ

ない人、弱き声もしくは小さき声を含め、しっかりと耳を傾け、住民とともに未来をつくって

いけるように努めます」と書いておりますので、ぜひこの精神を。気持ちを持って、取り組ん
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でいってください。これで終わります。 

〇議⾧（立山秀喜君） 以上で、６番議員の一般質問は終了しました。 

これで本日の日程は全て終了しました。 

明日４日は午前１０時に本会議場にご参集ください。 

これにて散会します。 

起立。礼。 

―――――――〇――――――― 

散会 午後４時１６分 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  


